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Ⅰ．法人の概要 
 

１．建学の精神 
 

「電子技術を核とした創造性豊かな技術者の育成を通して世界に貢献する」 

 

本学園は、第二次世界大戦終戦 3年後の 1948 年に電波通信や無線技術の研究及び普及を

めざして設立された「社団法人ラジオ技術協会」が母体となっている。日本が第二次世界

大戦敗戦後の混沌とした時期を脱し、対日講和条約を経て自立への道を歩み始めた時代に

「アメリカから 10年遅れている日本の技術水準を押し上げるべく、新日本再建の一助と

して近代科学、特に無線技術の向上を図り、優秀なる技術者を養成し、日本無線界をして

世界的水準に到達せしむるを以て目的とする」という設立趣旨のもと、社団法人の名称を

「日本テレビ技術協会」に改称すると共に、日本ラジオ技術学校（現、日本電子専門学

校）として 1951 年創立された。創立以来、建学の精神の実現に向けた職業教育を通して

産業界で活躍する多くの卒業生を輩出している。また、2020 年 4月に既存の日本電子専門

学校に加え、墨田区に iU情報経営イノベーション専門職大学（以下、「iU」と言う。）

を開学し、職業教育の複線化を実現した。 

 

２．設置する学校・学部・分野・学科 
（2025 年 5月 1日現在） 

 

iU（昼間部） ※カッコ内は修業年限 

情報経営 

イノベーション学部 
情報経営イノベーション学科（4年） 

 

日本電子専門学校（昼間部） ※同上 

CG・映像分野 コンピュータグラフィックス科（2年）CG映像制作科（2年） 

コンピュータグラフィックス研究科（3年） 

ゲーム分野 ゲーム制作研究科（3年）ゲーム制作科（2年）ゲーム企画科（2

年） 

アニメ分野 アニメーション科（2 年）アニメーション研究科（3年） 

デザイン分野 グラフィックデザイン科（2年） 

AI分野 AIシステム科（2年） 

Web・モバイル分野 Web デザイン科（2年）モバイルアプリケーション開発科（2

年） 

情報処理分野 情報処理科（2年）情報システム開発科（2年） 

高度情報処理科（3年）DX スペシャリスト科（2年） 

ネットワーク・ 

セキュリティ分野 

ネットワークセキュリティ科（2年） 

電気・電子分野 電気工学科（2年）電気工事技術科（2年）電子応用工学科（2

年） 

日本電子専門学校（夜間部） ※同上 

エンジニア分野 電気工学科（2年）電気工事士科（1年）情報処理科（2年） 

ネットワークセキュリティ科（2年） 
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３．沿革 
 

【学校法人認可】 1963年 12月 17日 

【専修学校認可】 1976年 9月 10日（工業専門課程） 

【専門職大学認可】2019年 11月 11日（2020 年 4月開学） 

 

1945年 第二次世界大戦終戦 

1948年 社団法人ラジオ技術協会設立 

各種ラジオ技術の研究を行い、幾多の優秀な研究成果をあげる。 

ラジオ及びテレビジョン技術の普及機関として東京都新宿区で講習会を開設。講

習会開設以来、数千名の人材を養成。各方面で活躍。 

1951年 社団法人日本テレビ技術協会に改称（12 月 21日）日本ラジオ技術学校設立（9

月 1日） 

ラジオ技術の普及と発展、技術者の養成を念願に、電波監理局、電気通信大学、

早稲田大学、その他電波関係企業の後援により設立。 

アメリカ RCA よりテレビセット 2台を初輸入（国内製造前から独自に輸入）。当

時、日本のテレビ研究機関は NHK技術研究所のみ。 

視聴覚教育法を取り入れた「理論教育」と「実地教育」を導入。 

1953年 日本高等テレビ技術学校に改称（1月）。テレビ本科新設 

1958年 カラーテレビ科新設 

1961年 日本電子専門学校に改称（11 月）。創立 10周年、電子専門部を開設 

1963年 学校法人認可（12月 17 日）。電子計算機コース新設（コンピュータ教育に着

手） 

1966年 郵政省認定校となる（第 2級無線技術士：電子工学科）。 

1967年 通産省認定校となる（電気工事士：電気工事士科）。 

郵政省より無線実験局の免許おりる。電子計算機科新設 

1968年 本館完成（地上 10階、地下 2階） 

1969年 ソフトウェア分野への対応として、電子計算機コース（1963 年）から 

情報処理科への進化（情報処理に「科」が付いた日本初の学科）。2 号館完成 

1971年 通産省認定校となる（第二種電気主任技術者：電気工学科）。創立 20周年 

1972年 郵政省認定校となる（第 2級無線通信士：電子工学科） 

1976年 専修学校制度が発足し専門学校（工業専門課程）として認可（9月 10日）。社

会人対象の技術研修「実用講座課」開設。東京外語専門学校（姉妹校）設立 

1978年 専門学校初の本格的オンラインシステム導入 

1979年 日本電気と共同開発したマイコン教育システム（MES-Ⅱ）をワシントンで開催さ

れたコンピュータ国際会議で発表し注目を集める。 

マスコミデザイン科で CGの授業開始（日本で初めての本格的 CG教育） 

1981年 創立 30 周年イベント「学校展」開催 

1984年 那須研修所「オオシマフォーラム」完成。就職センターに電子ファイルシステム

導入 

1985年 9号館「オオシマ・メディア・センター」完成（120インチ 2画面スクリーン、

300人収容ホール）。第 2回 CG国際シンポジウムを本学園で開催。 

1986年 人工知能セミナー開催（人工知能理論研究の世界的権威であるマサチューセッツ

工科大学のマーヴィン・ミンスキー教授など世界の第一人者 7人の講師を招

聘）。 

1987年 人工知能科新設。教育機関として唯一「AI展」に出展。PALビジネス専門学校 

（姉妹校）設立。教育部内に「留学生担当部」設置。 
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1988年 CG の日米作品交流会「ATLANTA-SHINJUKU CO-GRAPH'88」を米国アトランタ芸術

大学でフジテレビの協力により開催。 

マーヴィン・ミンスキー教授が再び来校し、「ニューロコンピュータについて」

のフォーラム開催。 

1989年 本格的キャリア教育スタート（吉祥寺校舎運用開始、那須研修など）文部省職業

教育高度化開発指定校となる。 

1990年 電子情報処理科にて高等教育機関初のゲーム教育開始。ハンディ型パソコン PC-

9801 導入 

1991年 通産省来校見学（情報処理関連）。英国教育科学省視察員来校見学 

日米教育委員会（フルブライト）来校見学。創立 40周年。学生数 6,754名

（1975 年の 4.15 倍）。 

1993年 マルチメディア’93 出展。マルチメディアスタジオ完成 

1995年 「専門士」の称号を付与。マックワールドエキスポ’95 出展 

デジタルコンテンツフェスティバル’95 出展 

1996年 オーストラリア「ワールド・ソーラー・チャレンジ」3千 km完走（世界第 24

位）。東京ゲームショウ初出展（以降毎年出展）。20号館完成 

1998年 MIDIワールド’98出展 

1999年 インターネットラウンジ完成 

2001年 創立 50 周年記念イベント「学校展」開催 

2005年 新館完成（地上 4階） 

2006年 世界最高峰の CG コンペティション「SIGGRAPH2006」アート部門入選作品の制作

に参加。 

2007年 「一歩前へ、そして世界へ」新たなチャレンジと決意が込められたシンボルマー

クを発表（日本電子専門学校）。 

2008年 第三者評価制度で教育環境、教育成果、学生支援など 47項目全基準をクリア。 

2009年 「第 5回公共広告 CM学生賞」で優秀賞受賞。 

若年者ものづくり競技大会」で、金・銀メダル・敢闘賞を受賞。 

「第 47 回技能五輪全国大会」で、金・銀・銅メダル・敢闘賞独占。 

「SIGGRAPH」「SIGGRAPH ASIA2009」に出展。 

2010年 「3DCG AWARDS 2010」で最優秀賞受賞。「第 48回技能五輪全国大会」で金・銅

メダル・敢闘賞を受賞。 

2011年 創立 60 周年「新本館竣工記念式典」開催 

「東京ゲームショウ 2011」の日本電子ブースに、過去最高 1万 8千人の来場。 

「技能五輪国際大会（ロンドン）」にて敢闘賞受賞。 

世界中のクリエイターが集う「ASIAGRAPH2011」で最優秀作品に選出。 

「第 49 回技能五輪全国大会」で金・銀・銅メダル受賞。新本館竣工（12月） 

2014年 文部科学大臣認定 職業実践専門課程初回申請の 5学科が認定。 

2016年 日本留学 AWARDS2016 専門学校部門賞受賞（5年連続、殿堂入り）。 

2017年 第 44回技能五輪国際大会（アラブ首長国連邦）に日本代表として出場。 

（4期連続で日本代表選手を輩出） 

2020年 4月 1 日 iU 開学。第一期生 230名入学。準学校法人としての設置認可申請で、

初の申請初年度認可。 

2021年 文部科学大臣認定 職業実践専門課程 日本電子専門学校の昼間部全学科が認

定。創立 70 周年記念「感謝。そして挑戦」オンライン式典・展示会開催（3月 3

日） 

iUと藤村女子中学・高等学校が、日本電子専門学校と東京都立荒川工業高等学校

がそれぞれ協定を締結（12月）。 

2022年 iU・日本電子専門学校の新たな教育拠点「すみだメディアラボ」開設（3月）。 
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東京都が推進する IT 人材育成事業「Tokyo P-TECH」について、日本電子専門学

校と東京都教育委員会及び、東京都立荒川工業高等学校が協定を締結（5月）。 

星の杜中学校・高等学校・ワオ高等学校と連携協定を締結（11月・iU） 

2023年 地域と大学をつなぐキャンパスコモンがオープン（2月・iU） 

英国教育大臣ジリアン・キーガン氏が来校（5月・日本電子専門学校） 

第三者評価制度において、4期連続で全基準をクリア（6月・日本電子専門学

校） 

日本電子専門学校と中華民国（台湾）新北市政府教育局が「国際教育協力に関す

る覚書（MOU）」を締結（6月・日本電子専門学校） 

台湾・明新科技大学との連携協定を締結（6月・iU） 

大学発ベンチャー増加率、国内大学 1位（7月・iU） 

2024年 「第 42 回専門学校映像フェスティバル」で準グランプリ受賞（3月・日本電子

専門学校） 

「第 20回 ACジャパン広告学生賞」でグランプリ受賞（3月・日本電子専門学校） 

ジーンズメイト主催「第 12回 専門学校生対象 SPRING&SUMMER 2024 T シャツデ

ザインコンテスト」上位作品入賞（4月・日本電子専門学校） 

第 10回全国専門学校 CG作品コンテスト「動画部門」グランプリ、奨励賞を受賞

（4月・日本電子専門学校） 

大学発ベンチャー iUが起業率 1位、増加率は 2年連続 1位（5月・iU） 

GDSC2024 （技能五輪中国大会）参加（5月・日本電子専門学校） 

Cisco APJC 決勝 NetAcad Riders 2024で国内大会 1位・2位・3位を独占受賞。

APJC 決勝 NetAcad Riders 2024では世界第 2位を獲得。（5月・日本電子専門

学校） 

iUの専任教員と学生が「マルチメディア、分散、協調とモバイル DICOMO 2024 

シンポジウム」において優秀プレゼンテーション賞受賞（7月・iU） 

日本の大学として初めて iUがミラノ工科大学と連携（7月・iU） 

第 19回若年者ものづくり競技大会、金賞／厚生労働大臣賞を含め、出場者全員

が入賞（7月・日本電子専門学校） 

iUで「情報経営イノベーション組織研究機構」（略称：iU組織研究機構）を設

立、大企業からスタートアップまで、あらゆる組織における人的資本経営を支

援・推進（8月・iU） 

東京ゲームショウ 2024（TOKYO GAME SHOW）に 29年連続出展（9月・日本電子専

門学校） 

第 47回技能五輪国際大会 inリヨン（フランス）で世界 6位敢闘賞を受賞（9

月・日本電子専門学校） 

神田女学園中学校高等学校との高大連携協定を締結（10月・iU） 

東京出入国在留管理局（東京入管）が「適正校（クラスⅠ）」選定（10月・日本

電子専門学校） 

第 62回技能五輪全国大会 銀賞・銅賞を受賞（11月・日本電子専門学校） 

2025年 iU が NASEF Japan と連携協定を締結、教育的 eスポーツ（eeスポーツ）の推進

体制を共同で構築（1月・iU） 

第 21回 ビジネスプロデュースコンペティションにて審査員奨励賞を受賞（2

月・日本電子専門学校） 

第 13回全国専門学校ゲームコンペティション、準グランプリ受賞（2月・日本電

子専門学校） 

ルワンダの未来をつなぐ、両国学生による国際プロジェクト始動、ルワンダの高

等教育機関と MOU 締結、2025年 4月より共同プロジェクト開始（3月・iU） 
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第 21回 ACジャパン広告学生賞、新聞広告部門優秀賞受賞（3月・日本電子専門

学校） 

第 11回全国専門学校 CG作品コンテスト、静止画 3D部門グランプリ、準グラン

プリ、審査員奨励賞受賞（3月・日本電子専門学校） 

Cisco APJC NetAcad Riders 2025日本国内大会 1位・2位独占受賞、決勝で世界

2位、3位受賞（3月・日本電子専門学校） 

専門職大学「分野別認証評価」において認証評価基準に適合（4月・iU） 

麗澤瑞浪中学・高等学校との高大連携協定を締結（4月・iU） 

愛知県と連携協定締結（5月・iU） 

令和 6年度 大学発ベンチャー実態等調査（経済産業省）において起業率全国首

位・起業数は全国 8位にランクイン（6月・iU） 

多 忠貴理事長が文部科学大臣より専修学校教育功労者表彰受賞（7月） 

iUと近畿大学が戦略的連携協定を締結〜起業支援・eスポーツ広域連携・広報活

動を通じて、私学の未来を共創〜（7月・iU） 

研究所「B Lab」が大学院学科 Institute of Creative Industries Design と

MOUを締結し、B Lab Taiwanを設置（7月・iU） 

iUと INFINIT8、グローバル IP ビジネス研究機関「GIPI：Global IP 

Institute」を共同設立（7月・iU） 

Webデザイン科が大阪・関西万博に出展（7月・日本電子専門学校） 

Global Digital Skills Championship 2025 大会（上海）参加（7月・日本電子

専門学校） 

第 20回若年者ものづくり競技大会、金賞（厚生労働大臣賞）2名、銀賞、銅賞受

賞（8月・日本電子専門学校） 

東京ゲームショウ 2025（TOKYO GAME SHOW）30年連続出展（9月・日本電子専門

学校） 

HR高等学院との高大連携協定を締結（10月・iU） 

東京出入国在留管理局（東京入管）が「適正校（クラスⅠ）」選定（10月・日本

電子専門学校） 

第 63回技能五輪全国大会、銀賞・銅賞を受賞（10月・日本電子専門学校） 

iU卒業生が「DICOMO2025シンポジウム」にてヤングリサーチャー賞を受賞（12

月・iU） 

技能五輪アジア大会、銅メダル・敢闘賞を獲得（12月・日本電子専門学校） 

2026年 ID 学園高等学校との高大連携協定を締結（3月・iU） 

第 22回 ACジャパン広告学生賞新聞広告部門で奨励賞受賞（3月・日本電子専門

学校） 
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４．組織図（2025 年 5月 1日現在） 
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5． 設置学校の入学定員数・収容定員数・現員数 
（2025 年 5月 1日現在） 

＜iU＞ 

昼夜 

学部 

学科名 

入学 

定員数 

収容 

定員数 現員数 

昼間部 
情報経営イノベーション学部 

情報経営イノベーション学科 160 760 655 

 

＜日本電子専門学校＞ 

昼夜 学科名 

修業 

年数 

入学 

定員数 

収容 

定員数 現員数 

昼間部 

コンピュータグラフィックス科 2 160 320 274 

CG 映像制作科 2 80 160 150 

コンピュータグラフィックス研究科 3 40 120 103 

ゲーム制作研究科 3 100 300 294 

ゲーム制作科 2 160 320 322 

ゲーム企画科 2 40 80 68 

アニメーション科 2 50 100 84 

アニメーション研究科 3 30 90 97 

グラフィックデザイン科 2 30 60 77 

AI システム科 2 70 140 164 

Web デザイン科 2 30 60 73 

モバイルアプリケーション開発科 2 40 80 67 

情報処理科 2 140 280 355 

DX スペシャリスト科 2 40 80 41 

情報システム開発科 2 80 160 153 

高度情報処理科 3 40 120 134 

ネットワークセキュリティ科 2 80 160 117 

電気工学科 2 50 100 77 

電気工事技術科 2 50 100 66 

電子応用工学科 2 40 80 50 

夜間部 

ネットワークセキュリティ科 2 20 40 7 

情報処理科 2 20 40 39 

電気工学科 2 50 100 37 

電気工事士科 1 50 50 20 

合 計 1,490 3,140 2,869 
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６．役員など（2025年 6月 26日現在） 
 

＜理事＞ 定員：11 名／現員：11 名 

氏名 ｼﾒｲ 
役職 

職務体系 
非常勤現職 任期 

多 忠貴 ｵｵﾉ ﾀﾀﾞﾀｶ 
理事長 

常勤 
－ 

2025年 6月

26日 

～ 

4年以内に終

了する会計年

度のうち最終

のものに関す

る定時評議員

会の終結の時

まで 

寺脇 保 ﾃﾗﾜｷ ﾀﾓﾂ 
常務理事 

常勤 
－ 

古賀 稔邦 ｺｶﾞ ﾄｼｸﾆ 
理事 

常勤 
－ 

白石 修一 ｼﾗｲｼ ｼｭｳｲﾁ 
理事 

常勤 
－ 

船山 世界 ﾌﾅﾔﾏ ｾｶｲ 
理事 

常勤 
－ 

小暮 幸雄 ｺｸﾞﾚ ﾕｷｵ 
理事 

常勤 
－ 

中村 伊知哉 ﾅｶﾑﾗ ｲﾁﾔ 
理事 

常勤 
－ 

杉浦 敦司 ｽｷﾞｳﾗ ｱﾂｼ 
理事 

常勤 
 

長野 善朗 ﾅｶﾞﾉ ﾖｼｵ 
理事 

常勤 
－ 

東方 宏 ﾄｳﾎｳ ﾋﾛｼ 
理事 

非常勤 

株式会社学夢堂 

代表取締役 

石本 則子 ｲｼﾓﾄ ﾉﾘｺ 
理事 

非常勤 

株式会社ﾌｧﾝｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 

代表取締役社長 

 

＜監事＞定員：2 名／現員：2 名 

氏名 ｼﾒｲ 
役職 

職務体系 
非常勤現職 任期 

山尾 崇 ﾔﾏｵ ﾀｶｼ 
監事 

非常勤 

すみだ税理士法人 

公認会計士・税理士 

2025年 6 月 26 日 

～ 

4 年以内に終了す

る会計年度のうち

最終のものに関す

る定時評議員会の

終結の時まで 
渡邉 迅 ﾜﾀﾅﾍﾞ ｼﾞﾝ 

監事 

非常勤 

名川・岡村法律事務所 

弁護士 
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７．教職員数など（2025 年 4月 1日現在） 

 

分類 
本務者 

男性 女性 合計 

法人部門 職員 34 名 20 名 54 名 

情報経営イノベーション専門職大学 
教員 24 名 5 名 29 名 

職員 14 名 10 名 24 名 

日本電子専門学校 
教員 79 名 18 名 97 名 

職員 15 名 11 名 26 名 

合計 166 名 64 名 230 名 

 

８．学校法人・キャンパス所在地（2025 年 5月 1日現在） 

 

＜学園本部＞ 
名称 所在地 校地 

電子学園 
新宿区百人町 1 丁目 

25 番 4 号 

現有面積 
左の内訳 

所有 借用 

948.00 ㎡ 948.00 ㎡ － 

校舎 

現有面積 
左の内訳 

所有 借用 

5,439.26 ㎡ 5,439.26 ㎡ － 

 
名称 所在地 土地 建物 

すみだ 

メディア 

ラボ 

墨田区文花 

1 丁目 20

番 

6 号 

現有 

面積 

左の内訳 現有 

面積 

左の内訳 

所

有 

借用 所有 借

用 

4,032.31 

㎡ 
－ 

4,032.31 

㎡ 

690.53 

㎡ 

690.53

㎡ 
－ 

土地については墨田区との一般定期借地契約を結んでいる（契約期間：2021年 1月 12日

～2071 年 1 月 11日までの 50年間） 
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＜iU＞ 
名称 所在地 校地 

本校舎 
墨田区文花 1 丁目 

18 番 13 号 

現有面積 
左の内訳 

所有 借用 

10,260.29 ㎡ － 10,260.29 ㎡ 

校舎 

現有面積 
左の内訳 

所有 借用 

5,431.75 ㎡ 5,431.75 ㎡ － 

校地については、墨田区との一般定期借地権契約を結んでいる（契約期間：2018年 3月～

2068年 3月までの 50 年間） 

 

 

＜日本電子専門学校＞ 

 

名称 
所在地 

校地 校舎 

現有面積 
左の内訳 

現有面積 
左の内訳 

所有 借用 所有 借用 

本館 
新宿区百人町 

1 丁目 25 番 4 号 
948.00 ㎡ 948.00 ㎡ － 5,439.26 ㎡ 5,439.26 ㎡ － 

2 号館 
新宿区百人町 

1 丁目 24 番 23 号 
194.07 ㎡ 194.07 ㎡ － 580.05 ㎡ 580.05 ㎡ － 

3 号館 
新宿区百人町 

1 丁目 25 番 18 号 
467.31 ㎡ 467.31 ㎡ － 1,204.54 ㎡ 1,204.54 ㎡ － 

4 号館 
新宿区百人町 

1 丁目 25 番 4 号 
338.00 ㎡ 338.00 ㎡ － 852.12 ㎡ 852.12 ㎡ － 

5 号館 
新宿区百人町 

1 丁目 23 番 27 号 
272.72 ㎡ 272.72 ㎡ － 575.19 ㎡ 575.19 ㎡ － 

6 号館 
新宿区百人町 

1 丁目 24 番 1 号 
165.23 ㎡ 165.23 ㎡ － 1,010.95 ㎡ 1,010.95 ㎡ － 

7 号館 
新宿区北新宿 

1 丁目 4 番 2 号 
865.00 ㎡ 865.00 ㎡ － 4,770.48 ㎡ 4,770.48 ㎡ － 

8 号館 
新宿区西新宿 

7 丁目 6 番 3 号 
201.60 ㎡ 201.60 ㎡ － 1,439.67 ㎡ 1,439.67 ㎡ － 

9 号館 
新宿区百人町 

1 丁目 24 番 20 号 
709.20 ㎡ 709.20 ㎡ － 1,057.19 ㎡ 1,057.19 ㎡ － 

10 号館 
新宿区百人町 

1 丁目 24 番 18 号 
477.63 ㎡ 477.63 ㎡ － 1,003.43 ㎡ 1,003.43 ㎡ － 
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11 号館 
新宿区百人町 

1 丁目 17 番 18 号 
439.00 ㎡ 439.00 ㎡ － 677.27 ㎡ 677.27 ㎡ － 

12 号館 
新宿区西新宿 

7 丁目 2 番 13 号 
440.99 ㎡ 440.99 ㎡ － 2,398.03 ㎡ 2,398.03 ㎡ － 

合計 5,518.75 ㎡ － 21,008.18 ㎡ － 

 

＜その他の土地及び建物＞ 

所在地 

土地 建物 

現有 

面積 

左の内訳 
現有 

面積 

左の内訳 

所有 借用 所有 
借

用 

新宿区百人町 1丁目 16番 2号 167.12 ㎡ 167.12 ㎡ － － 287.65 ㎡ － 

藤沢市片瀬海岸 3 丁目 2932 番

1070 
424.49  424.49 ㎡ － － － － 

新宿区百人町の土地及び建物は、一部を学園倉庫として使用している。 

藤沢市片瀬海岸の土地は、駐車場として使用している。 

 

 

８．関連企業（2025年 5月 1日現在） 
名 称 i 株式会社 

本店所在地 東京都新宿区百人町一丁目 25番 4号 

支店所在地 東京都墨田区文花一丁目 18番 13号 

代表取締役 白石 修一 

設立年月日 2020年 2月 18日 

従業員数 0名（無し） 

主な事業内容 
教育研究に密接に関わる事業 

人材育成の目的を主とした適法の一切の事業 

資本金額 20,000,000 円（学校法人電子学園 100％出資） 

 

名 称 合同会社 iUZ investment 

本店所在地 東京都墨田区文花一丁目 18番 13号 

代表パートナー 宮島 徹雄 

設立年月日 2022年 11月 1日 

主な事業内容 有価証券の投資、売買、保有及び運用 

資本金額 87,000,000 円（学校法人電子学園 29.3％出資） 
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Ⅱ．事業の報告 
 

１．重点事項 
 

 2025 年度の重点事項および、法人・両校における主な事業の概要は次の通りである。 

 

1.1 組織改正後の円滑な運用 
 

2025 年度の組織改正において、「総務人事部」・「学生募集部」・「iU改革特命本

部」・「調達部」を新設した。 

総務人事部では、職員の休職・退職などの不測の事態により、総務部門と人事部門

の一体化運用が進まず、次年度より、双方の業務の繁忙や閑散に応じた相互支援のあ

り方を検討し、改めて取組むこととなった。 

学生募集部では、iU と日本電子専門学校の広報・募集機能を一体化したことで、高

等学校等への重複訪問を解消し、効率的な訪問が可能となったことから、募集エリア

を東海・関西圏まで拡大した。また、経費削減にも大きく貢献した。一方で、管理職

の業務負担が過大となっている点が課題であり、次年度より、業務の取捨選択、AI 等

の活用による効率化を検討していく。 

iU 改革特命本部では、全学的な業務総点検を先導した。各部署と協業して業務マニ

ュアルの整備を徹底したことで、ブラックボックス化しがちだった教務や大学運営業

務の可視化と標準化を進め、組織全体の効率化と平準化、および自律的運営基盤の構

築を行った。 

調達部では、100万円以上の固定資産発注における相見積の徹底や一括調達品の拡

大（5品目から 9品目）が実現した。これにより、初年度で合計約 300万円のコスト

削減を達成しただけでなく、教職員のコスト意識の醸成や発注プロセスの適正化とい

う大きな効果が得られた。 

 

 

1.2 新人材育成方針に沿った研修体系の確立と実施 
 

2025 年度に策定された「電子学園人材育成方針」に基づき、Web研修システム「e-

JINZAI for university」を中心とした新たなオンライン研修体系を本格始動させ、時

間や場所の制約を受けない柔軟な学習環境を整備した。 

当年度は「ハラスメント研修」で全体完了率 84.9%、「階層別研修」で各層概ね 90%

前後の高い完了率を記録し、特に日本電子専門学校において極めて高い受講率を達成

したことで、組織全体へのコンプライアンス意識の共有が進んだ。 

次年度からは、受講率 100％を目標とし、年間の人事評価や効果に結び付ける方策

を検討していく。 

また、従来の集合研修と同等の予算規模を維持しながら、生成 AIや財務、デザイン

など多岐にわたる「フリーカリキュラム」において教職員の自主的な受講が多数見ら

れたことは、次世代育成に向けた大きな成果といえ、人事部門内でもワークフローを

通じた研修受講や衛生管理者などの資格取得といった自己啓発への高い意欲が確認さ

れている。 
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その一方で、日常業務の合間を縫って受講する職員の研修時間をいかに確保するか

という点や、完了に至らない教職員へのアプローチが今後の課題として挙げられる。

2026 年度に向けては、iUの認証評価対策としての SD研修実施の面からも本システム

をさらに積極的に活用したい。 
 

 

1.3 新行動指針の浸透 
 

2024 年度に役員会で策定され 2025年 4月に施行された新行動指針「感謝」と「挑

戦」の周知および実践を促すため、組織横断的な 11名のメンバーからなる「NEXT10

行動指針プロジェクト」を中心に活動を展開した。 

年度を通じて「行動指針通信」の発行を重ねたほか、学園行事と指針を連動させる

企画を打ち出すなど、多面的な普及活動を着実に積み重ねた。 

さらに、教職員を対象としたアンケート調査の実施とその詳細な分析を介して、新

行動指針の実践度合いを定量的に可視化することに成功し、今後の施策改善に向けた

有益な示唆や客観的なデータを獲得するという大きな成果を収めた。 

しかし、新行動指針の真の浸透は、一過性のキャンペーンに留まらず、日々の継続

的な実践を通じて初めて独自の「組織文化」として定着するものである。 

そのため、本年度に推進した各種活動を定着に向けた重要な第一歩として位置づ

け、次年度以降も引き続き、行動指針が持つ本質的な価値を教職員一人ひとりが日々

の具体的な業務や行動へと結びつけられるよう、普及および実践のための施策を一層

強化して継続的に推進していく方針である。 
 

 

1.4 内部統制システムの適切な運用による、更なるガバナンス強化 
 

健全な組織運営と社会的信頼の向上に向け、ガバナンスのさらなる強化を推進してお

り、その一環として令和 7年 4月 1日付で「行動指針」をより分かりやすく浸透しやすい

文言へと改定するとともに、建学の精神や経営理念を盛り込んだカードを全教職員に配布

して常時携行を義務付けることで日々の実践を促している。 

また、不祥事の予防と組織の自浄作用を高める施策として、内部通報に関する各種規定

の整備を進め、制度の理解と利用を促進するために作成した「内部通報 Q&A」を全教職員

および非常勤講師に対して電子媒体で広く周知・発信した。さらに、通報者が安心して相

談できるよう、学内窓口に加えて外部の法律事務所に学外窓口を新たに設置し、書面や電

子メール、面談など多様な通報手段を確保することで、実効性と利便性を兼ね備えた通報

体制の構築を実現した。 

経営の透明性と厳正なチェック機能を担保するため、監事が理事会をはじめとする重要

会議に出席して、職務執行状況を厳しく監査するだけでなく、内部監査部門や会計監査

人、各設置学校の監査担当者と定例の連絡会を組織し、監事・内部・会計による「三様監

査」の有機的な連携と情報共有を図る、多角的な監査プロセスを確立している。加えて、

改正私立学校法の施行に伴っては、寄附行為の定めに則り、監事が決定した選任議案を定

時評議員会に提出し、高度な専門性と独立性を有する会計監査人を、適正な決議を経て選

任することで、法令および寄附行為に準拠した、適正かつ健全な財務運営を全うできるガ

バナンス体制を確立した。 
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1.5 「大学としての本来の姿に相応しい基盤を築く」第二創業の実現 
 

iUの第二創業の実現に向け、教育や組織運営の客観的な評価と自律的な改善を促す「内

部質保証システムの確立」を強力に推進した。 

当年度は、iUが実施する自己点検評価の客観性と公平性を担保するため、外部の有識者

招聘による「外部評価」を受審し、教育・研究・組織運営全般にわたる評価活動の質を検

証した。教育面における学生支援の拡充においては、就職活動の早期化に対応した 2年生

向けキャリアガイダンスの新設や留学生への早期支援を設計し、進路決定率 98.5%という

高い実績を達成した。強みである起業家教育においては、客員教授による特別講義の活性

化を通じて新規起業 6社を創出し、マルコメ株式会社との共同メニュー開発を市場展開す

るなど、実社会のニーズを反映した専門職教育の質向上を具現化した。さらに、学長のリ

ーダーシップのもとで積極的に外部資金を獲得し、教育研究を支える財務基盤の安定化を

果たすとともに、地域や企業との大規模な共創イベントを成功させた。 

次年度以降も、これらの自律的な自己点検と外部評価の連動、および教学・財務面での

実績蓄積により、開学初期の段階から脱却し、社会的な説明責任と継続的な質向上を自律

的に果たす「本来の姿に相応しい大学」としての確固たる経営基盤の確立を目指す。 

 

 

1.6 改正学校教育法(単位制移行)への対応と、高度専門士学科の設置 
 

日本電子専門学校では、2026 年度新入生からの全学科単位制移行と、新設される単位制

学科「高度ゲーム制作科」の実運用開始という、教育体制の大きな転換に向けた具体的な

準備を本格化させた。 

単位制移行への対応においては、制度改定に伴う教育基盤の再構築に注力した。具体的

には、2026 年度カリキュラムにおける授業区分（実習・演習）の見直しをはじめ、新たに

必要となった授業外学習のシラバスへの明記を進めた。 

さらに、教務規程や授業運用ガイドラインの改定、学科ガイドやシラバスの書式更新に

加え、時間制との並行運用を可能にする学校システムの改修などを教務課やシステム管理

課の尽力により年度内に無事完了させ、説明動画を介した全体への丁寧な周知によって組

織的な移行を達成した。 

並行して、高度専門士に対応する「高度ゲーム制作科」の設置に向けた実務対応を徹底

した。関係する各学科長との意見交換や綿密な調整を重ねながら、カリキュラムの完成と

登録、時間割の作成、科目担当教員や座学教室・実習室の最適な配置を計画的に進行し

た。加えて、シラバスや教材の作成、科目関連図などを網羅した学科ガイドの編纂、さら

には新規設備の機種選定や発注、実習室の環境整備、JECWeek の実施計画作成を精力的に

進め、4月の開講に向けた準備を遂行した。  

 

 

1.7 増加する外国人留学生に対する生活・修学・就職指導の徹底 
 

外国人留学生に対する生活・修学・就職指導において、多角的なサポート体制の構築と

早期支援を推進した。 

iU では、就職指導において、増加する留学生に対して 1年次からの早期キャリアガイダ

ンスを設計・導入し、入学初期から日本での就職活動の流れや求められる資質を意識させ

ることで主体的なキャリア意識を醸成した。 

日本電子専門学校では、生活・修学面において、言語や文化の壁による孤立を防ぐた

め、後期より「オンライン相談窓口」を新設し、週平均 5〜6件の相談に対応して潜在的
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なドロップアウトリスクの軽減を図った。そして、教員に直接言えない悩みをケアするた

め「ピア・サポート制度」の次年度からの導入に向けて準備を進めている。 
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２．法人部門 
 

2.1 経営企画 

 

長・中期計画の推進 
 

① 職業教育体系の確立（高大接続、高専連携による職業教育連携の更なる推進） 
教育連携という観点から、iUではさらなる職業教育体系の確立を推進している。その一

環として、これまでに相次いで学校間連携を締結した。 

1）2025 年 4月に麗澤瑞浪中学高等学校と連携し、アントレプレナーシップ教育による

社会課題解決力の育成を目指していく。 

2）同年 10月には HR 高等学院と教育資源を共有し、同教育の専門性向上を図るととも

に、その設立母体である株式会社 RePlayceとキャリア探究分野で協働し、プログラ

ムの高度化を進めた。 

3）2026 年 3月には ID学園高等学校と連携し、eスポーツ分野での実践的かつ専門的な

教育を推進している。 

今後についても、より具体的な職業教育連携や、学生募集に直結する可能性の高い有力

な連携校を引き続き模索し、開拓していく方針である。 

 

 

② デジタル教育改革（遠隔教育の標準化、先端テクノロジーの利活用）に向けた検討 
1）遠隔教育の標準化（日本電子専門学校） 

学生アンケート分析の結果、オンライン授業の評価は安定しており、教員の授業運営

能力が成熟していることが確認された。特に、「座学はオンライン、実習は対面」とい

う教育モデルが学生ニーズと一致している点は大きな成果である。また、授業運用の標

準化を支える基盤として、ナレッジベース（NotePM）を活用したベストプラクティスの

収集・共有を推進し、教職員の知見共有の仕組みが定着している。 

本年度は、従来のベストプラクティス集を単なる事例集から発展させ、実務で再現可

能な「標準運用モデル」へ昇華するための改定検討を実施した。 

具体的には、以下の観点で整理を進めた。 

·  教員個人の工夫の共有から、組織標準として適用可能な形式への構造化 

·  オンライン授業運用（進行・質問対応・課題設計）における共通ルールの明確化 

·  ナレッジベース上の情報を整理し、検索性・再利用性の向上 

·  授業運用だけでなく、AI活用や業務効率化知見も含めた横断的な知識体系化 

これにより、属人的なノウハウに依存しない教育運営体制への移行が進んだ。一方 

で、現時点では新たな教育手法の創出（授業設計レベルの革新）には至っておらず、今

後の発展余地が残されている。さらに、オンライン授業における課題への対応として、

質問導線の統一や定期的な質問回収時間の設定、ハイフレックス型授業の導入など、実

践的な運用ルールを整備した。 

  

2）先端テクノロジーを活用した授業運用ツールの導入（日本電子専門学校） 

LMS の複数学科への展開を推進した。特に、モバイルアプリケーション開発科では 

複数授業で LMSを活用し、約 80 問の課題を整備するなど、授業設計レベルでの活用が

進展した。また、他学科への導入支援も実施され、情報処理科や AIシステム科におい

ても運用が継続されるなど、LMSを前提とした教育運用が組織内に広がりつつある。 
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 導入初期には運用上の課題も発生したが、改善を重ねることで学生から一定の評価を

得ており、標準化に向けた実証が進んだ。 

LMS の活用においては、具体的な成果が数値として確認されている。ITパスポート試

験の合格者数は 22名から 45名へ増加し、AI分野の資格（G検定）においても合格者を

安定的に輩出している。これにより、データに基づく学習支援の有効性が実証された。 

また、TrackLMSなどの導入学科も拡大しており、LMSを活用した教育運用が組織内に

広がりつつある。 

生成 AIの活用についても、教材作成、スライド生成、問題作成などにおいて一定の成

果が見られ、教員の業務効率化に寄与している。これらのノウハウはナレッジベースに

蓄積され、組織的資産として共有されている。 

 
 
次期中期計画の策定 
 

① 2026年度以降の中期計画策定の継続 
学校法人電子学園 2026～2030 年度中期計画「DENSHI VISION 2030」を以下のとおり策

定し、理事会・評議員会において正式に決定した。また、2026年度からのスタートに向け

て、経営企画室にて「DENSHI VISION 2030」の冊子を作成し、教職員、ステークホルダー

に配布し、学内外に周知を行った。 

 

＜学校法人電子学園 2026～2030 年度中期計画「DENSHI VISION 2030」＞ 

 

【テーマⅠ】学校法人電子学園の新たな挑戦 

 

1）先進性に富んだ職業教育の開発「電子学園職業教育研究開発センター」の設置 

先進的な職業教育の調査・研究・開発を目的とした電子学園職業教育研究開発セン

ターは、産業界が求める人材像の調査、国際通用性のある職業教育の研究、教材・教

育手法の開発、教職員研修（FD・SD）の実施、IR（インスティテューショナル・リサ

ーチ）やアセスメントの開発などを主要な業務とします。具体的な取り組みとして、

文部科学省委託事業「人口減少地域を支える AI補完型 ITエンジニア養成プログラ

ム」（2025～2027年度）の開発を進めるほか、オーストラリアの資格枠組みのような

国内外の職業教育調査・研究、学生の学修成果を評価する IR・アセスメントの開発、

および専門学校第三者評価制度の確立に向けた研究を強力に推進し、社会に貢献する

専門人材の育成を支援します。 

 

2）国際性豊かな教育機関への変貌 

a.学生の国際化 

iU、日本電子専門学校では、学生の国際化をより一層推進するため、新たな学生募

集地域の設定や外国籍学生の入学枠を拡大します。iUでは、学生が国際的な視野を広

げ、卒業後のキャリアにつなげられるよう、グローバル企業での実習プログラム実施

や海外大学院進学の具体的な支援を推進します。日本電子専門学校では、選択科目を

活用したグローバルコミュニケーション力の養成を強化し、TOEIC 等の客観的な指標

を活用することにより、学生の学修成果の可視化を図ります。さらに、学内での留学

生との交流を促進する機会を多く設けるとともに、海外研修プログラムを積極的に実

施し、学生の実践的な国際理解を推進します。 

b.教職員の国際化 
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学生の国際化を支えるため、教職員の国際化についても積極的に推進します。iUの

教員については、教授会や主要シラバスの英語化をはじめ、英語での授業増加を図り

ます。職員についても英語講座や文化理解の講演を実施します。一方、日本電子専門

学校の教職員については、講座や研修などを含めたグローバルコミュニケーション力

の養成、TOEICの活用による成果の可視化、海外研修を通じた実践的な国際コミュニ

ケーション経験の獲得をめざします。また、両校ともに留学生の増加に適切に対応で

きる教育環境や体制の整備をはじめ、教職員による支援体制の強化を通じ、留学生支

援のより一層の質的向上を図ります。 

ｃ.組織の国際化 

学生・教職員の国際化に関する取り組みと合わせ、iUおよび日本電子専門学校にお

ける「組織の国際化」について推進します。留学生へのサポート体制を強化するため

「留学サポート専門部署」の設立をめざすとともに、海外連携大学との交換留学プロ

グラムを拡大します。さらに、アジアおよびヨーロッパ地域の大学・大学院との連携

についても強化します。また、学生のグローバルなキャリア支援を充実させるため、

海外の日本企業や外資系企業とのインターンシップ、共同プロジェクト、就職斡旋を

積極的に展開します。これらの活動を通じ、国内外の大学や企業との強固なネットワ

ークを構築し、組織全体の国際競争力とプレゼンスを向上します。 

 

3）新たな学園ブランドの創造 

学校法人電子学園は、「DENSHI VISION 2030 未来をつくる。期待にこたえる。」

の完成年度である 2030年度に向け、中期計画の各テーマである、「電子学園の新た

な挑戦」「iUの更なる伸長」「日本電子専門学校の確かな歩みと新たな未来」「経営

基盤の磐石化」を着実に実行し、日本を代表する職業教育機関として新たな学園ブラ

ンドを創造します。そして、学園創立 80周年を迎える 2030年度に合わせた記念事業

として、日本電子専門学校 9・10号館の新築を進めるとともに、日本のデジタル分野

の発展を牽引し、イノベーションを創出するトップブランドに相応しい、「新たな学

校法人名」の検討を進めることで、電子学園の Reブランドを力強く推進し、その存

在価値と信頼を不動のものとします。 

  

【テーマⅡ】iU の更なる伸張 

 

1）学修者本位教育の実現に向けた取り組み 

主要な取り組みとして、学生の目標と学修成果を可視化し、強み・弱みを把握し

て、次なる学びに繋げる学修ポートフォリオを導入します。くわえて、教育効果の測

定と休退学者傾向の分析のため、学修成果調査のデータに基づいた対策を講じること

で退学率の減少をめざします。さらに、大学の教育理念に基づいたカリキュラムを通

じて養成する、人材の資質・能力の定着を検証することで、カリキュラムの確実な運

用を可能とし、教育の質を継続的に向上させます。そして、これらを支えるため、

「保証すべき高等教育の質」を定める、内部質保証体制を構築・運用します。これら

の取り組みにより、「学生満足度の向上」と「ディプロマポリシー到達度自己評価向

上」を達成します。 

 

2）多様な教育システムの構築 

多様な教育システムの構築をめざし、教育のデジタル化を推進します。具体的に

は、他大学の先行事例を調査・研究の上、多様なメディアを活用した ICT教育の促進

を図るとともに、LMS（学習管理システム）の導入により、学生一人ひとりの学修の

進捗・成績管理、教材の一元管理、そして教育運営の効率化を実現します。全学的な

ICT 教育の導入に先立ち、一部の授業において先行実施し、導入前後の効果を検証す
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ることで、大学全体としてより効果の高い仕組みを導入します。また、学生自身が受

けやすい受講形態について、授業満足度調査の結果を基にした向上施策を検討するこ

とで、常に学生のニーズにマッチしつつ、ICT教育による質の高い学習を提供しま

す。 

 

3）多様な入試制度の構築（入学者選抜試験改革） 

アドミッションポリシーを遵守することを念頭に、本学の特性を最大限に活かした

先進性・話題性のある選抜方式の検討を進め、入学希望者の多様な特性を活かせる入

試制度を導入します。具体的には、過去の入試結果と入学後の在籍状況を詳細に分析

し、入学後のカリキュラムとのアンマッチによる休退学を防止する適切な入試が実施

できているかを検証することで、新たな選抜方式の検討に反映します。そして、本中

期計画最終年度には、退学者に占める、「学びのアンマッチを理由とした転学者」の

人数を 3名未満とします。また、現在は導入を見送っている、「大学入学共通テスト

への参画」について、主幹大学へのヒアリングなどを行い継続的に検討します。 

 

4）学生生活の改善、キャリア・経済的支援の拡充 

学生生活の改善、キャリア・経済的支援の拡充を柱に、学生の成長と自己実現を支

えます。具体的には、学生ヒアリングに基づく連携企業・客員教員からのプロジェク

ト誘致や早期キャリア教育の実施による基盤を構築します。くわえて、効果測定と改

善サイクルの確立を目的とした、卒業率・退学率改善施策の効果分析及び、各調査結

果に基づいて支援策の改善をすすめます。また、学生支援職員のスキル向上、学生管

理体制の強化、多角的な経済的支援の拡充、学生の意見集約・情報発信システムの構

築により、充実した学生生活を実現します。特に、経済的支援については特待生制度

の拡充や、アルバイト紹介プラットフォームの構築など、多面的な支援ができるよう

な体制を整えます。 

 

5）財務基盤・組織体制の強化 

財務基盤強化のため、収支均衡から収入超過への転換をめざし、財務計画の見直し

による経費の適正化および、補助金・寄附金・プロジェクト収入の戦略的な獲得を推

進します。経費の適正化においては、開学以来見直しを行っていない業務委託や一部

の部署のみで使用しているシステムの必要性を検証した上で、適切なコスト削減に取

り組みます。人員の配置においては、事務組織強化のための、事務分掌規程と業務マ

ニュアルの整備、事務局各部門の閑散繁忙期を明確にする年間業務スケジュールを基

にした業務総点検（業務の見直し）を行います。また、外部資金の獲得については、

プロジェクト収入、私立大学経常費補助金、施設貸し出し収入を柱として戦略的にす

すめます。 

  

【テーマⅢ】日本電子専門学校の確かな歩みと新たな未来 

 

1）学習環境の改善 

学習効果の向上と学生生活の充実を両立させるため、大規模な教育環境の整備に取

り組みます。学習効果を向上させる施策として、学生の内発的モチベーションを高め

るモデル教室を再構築するとともに、座学・実習室の全教室に最先端技術教育に相応

しい設備を導入し、質の高い教育実践の場を提供します。くわえて、学生生活を充実

させる施策として共用空間を見直します。学生ニーズに基づき、個人学習、グループ

学習、読書スペース、ICT機器利用スペースをはじめ、カフェラウンジなどのリラッ

クススペースや多目的スペースなどの、用途別共用空間を構築し、学生一人ひとりの

学びと生活をサポートする環境を実現します。また、次世代教育に向けたインフラの
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拡充として、ハイフレックスを含む遠隔授業配信専用教室を新たに構築します。さら

に、各号館の実習室入退室管理をシステム化し学生が時間的制約を受けることなく学

習できる次世代の教育インフラを提供します。 

2）学生サービスの向上（多様性とグローバル化への対応含む）

学生サービスの質を飛躍的に高め、多様化・グローバル化に対応するため、主に二

つの施策を柱に計画を推進します。第一に、部署の再編を含めた学生サービス窓口の

再構築では、グローバル化に対応するための新部署の創設をはじめ、部署ごとに必要

な専門スキルを修得した職員の育成を強化します。特に、キャリアサポーターの役割

を再設定し、必要なスキルを身につける施策を実施することにくわえ、AIを活用した

キャリアサポートを実践することで就職支援を更に強化します。第二に、単位制への

移行を見据えた新たなカリキュラムと業界就職へ導くための学生サポートシステムを

導入します。くわえて、学生への情報配信やコミュニケーションを一元化するため、

新たな学生ポータルサイトとアプリを導入します。さらに、学生同士や教職員との交

流を深めるためのバーチャル空間を提供することで、学びと交流の場を広げます。

3）「建学の精神」の実現に向けた「教育の質の保証・向上」

専修学校制度における設置基準変更のタイミングに合わせ、『「建学の精神」の実

現に向けた「教育の質の保証・向上」』の実現に向けた新たな教育システム・技術・

手法を構築します。その柱となるのが、「単位制への移行に基づくカリキュラム開

発」です。具体的には全学科が単位制に移行するとタイミングに合わせ、その利点を

最大限に活かす教育プラットフォームを構築・運用します。これにより、学生が学修

プログラム、受講方法、レベル別クラスなどを自由に選択できるよう学習の選択肢を

大幅に増やすことで、学修者本位の新たな教育を実現します。くわえて、学生の柔軟

な学習を支援するため、オンデマンド/eラーニング教材を充実させます。キャリア教

育においては、単なる支援の提供に留まらず、学生が学修成果を具体的に示すことが

可能なキャリア教育プログラムを展開し、希望の就職に直結するサービスを実施しま

す。

4）学生募集の強化

学生募集の強化に向けて、「新たな募集方法への転換」「ターゲット層の拡大」

「海外直接入学者募集拠点の新設」を三本柱として取り組みます。まず、認知度と接

触機会の向上のため、従来の高校ガイダンスにくわえ、高専連携による出張授業やイ

ンターンシップを強化すし、オープンキャンパス動員数の増員を図ります。次に、タ

ーゲットを拡大するため、中学生への接触機会を創出し、将来の進学先としての認知

度を醸成します。さらに、新たな直接入学者募集拠点を設置し、日本と各国拠点が連

携し、留学フェアへの参加、SNS等の展開を行い海外直接入学者増加を目指します。

【テーマⅣ】経営資源の盤石化 

1）教職員のウェルビーイング向上

教職員のウェルビーイング向上を重要な柱とし、「働き方改革」「人材育成」「職

場環境改善」に関する包括的な検討と実施を推進します。働き方・勤務制度の改善と

して、フレックス制度の新設や、時差出勤・在宅勤務制度の更なる拡充を図ります。

さらに、情報共有の徹底・強化と連絡手段の一元化、そして情報システムの統合や DX

化推進により、業務効率の向上を図ります。また、業務の偏りや属人化を解消するた

め、業務の可視化と標準化を推進します。人材育成・評価制度においては、業績考課

シートの改善と評価基準を明確にすることで、管理職や専門職といったキャリアパス
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を明確化し、具体的なキャリアプランの提示と制度活用方法を明示することで、教職

員の成長を支援します。福利厚生・職場環境においては、休暇制度、メンタルヘルス

ケア体制の充実などを通じて、より安心して働ける環境をととのえます。

2）学習環境の充実

経営資源の盤石化の一環として、学園シンボルの創造と持続可能な社会への配慮を

軸に、魅力的なキャンパス構築を進めます。中心となるのは日本電子専門学校 9・10

号館の新築で、これまでの校舎にはない新たなコンセプトやデザインを採用すること

で、新たな学園シンボルとなる外観をはじめ、さまざまなコモンズで結ばれる多様な

特色を持つフロアにくわえ、変化に対応できるサスティナブルな構造を備える、シン

ボル性と機能性を備えた新たなランドマークとなります。これにより、学修者本位の

新たな教育を実現する施設・設備が整うことはもちろん、学生サービスの飛躍的な向

上が期待されます。くわえて、持続可能な社会への配慮として、環境と地域に貢献す

るさまざまな施策を導入します。具体的には、太陽光パネル・蓄電池の導入による再

生可能エネルギーの活用をはじめ、教育面では学科の枠を超えた機材の共同利用を推

進することで、学生の学修の幅を広げます。

3）財務戦略の立案

経営資源の盤石化における財務戦略の立案では、学費収入以外の収入源確保と財務

比率の最適化による持続的な発展をめざします。この目標達成に向け、ターゲット設

定、教育プログラム提供、施設・機材活用という三つの具体的な取り組み計画を推進

します。まず、新たな顧客層として、セカンドキャリアを想定したスポーツ選手、求

職者・転職者、発展途上国の人材、および大企業の新人研修といった多様な層をター

ゲットに設定します。次に、教育プログラムについて、e-ラーニングやオンデマンド

通信教育を強化することで、時間や場所に縛られない学習機会を提供し、教育サービ

スの幅を広げます。さらに、施設と機材の有効活用も重要な戦略です。具体的には実

習室や機材の貸し出しを行い、企業研修の受け入れを積極的に実施します。これらの

施策を通じて、財務基盤を強化し、学園全体の安定的な運営と将来への投資基盤を築

きます。

4）DX・AI技術導入による環境向上

iU、日本電子専門学校ともに、DX・AI技術の導入をより一層推進し、教育環境の向

上と業務効率化を実現します。具体的には、インフラの改善、校内 Wi-Fiの充実、実

習環境のクラウド化、学生・教職員への PC・タブレット貸与体制を構築し、最新技術

を活用できる基盤を整備するとともに、AIのさらなる活用を推進します。これらによ

り、出欠管理、教材作成・採点支援などの自動化を実現し、教職員の負担軽減に繋が

る業務効率化を図るとともに、学生に対しては 24時間対応の学習支援 AIシステムを

導入します。さらに、学習状況分析システムを活用することで、個別最適化された質

の高い学習を可能とします。くわえて、学内に分散している各種システムやデータベ

ースを統合するとともに、利用しやすい学生ポータルを刷新し、教職員向けに業務効

率化ツールの統合管理を徹底することで、学校運営全体の DX化を加速させます。
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法改正への適切な対応 

 
① 内部統制システムの運用状況評価 
「学校法人電子学園 内部統制システム整備の基本方針」基づき、「理事会運営規

則」、「評議員会システム運営規則」、「役員会運営規則」、「理事職務権限」、「監事

監査規則」を新規に作成し、「コンプライアンス基本規則」、「コンプライアンス委員会

規則」を改正するなど内部統制システムの整備を行った。また、リスク管理の強化の為、

内部通報に関する各種規定の整備を進め、制度の理解と利用を促進するために作成した

「内部通報 Q&A」を全教職員および非常勤講師に対して電子媒体で広く周知・発信した。 

 監査については、監事監査、内部監査、会計監査人監査の 3様監査を行っており、適切

に対応している。 

  

② 修学支援新制度の要件変更等への対応 
2024年度からの中間層への拡大、および 2025 年度からの「多子世帯の無償化（所得制

限撤廃）」「学業要件の適正化」といった大幅な要件変更を受け、複数の部署にまたがる

横断的な対応が求められるため、文部科学省等からの発信を関係部署で共有し、連携する

ことで適正に対処することができた。 

  

③ 学校教育法改正への対応 
科目履修制度の時間制から単位制への移行について、新宿区、東京都からの情報を関係

部署で共有し、学則変更への対応を行った。 

 
 
寄付金収入の拡大 
 

① ステークホルダーと目的意識を共有した募金戦略の継続推進 

② 同窓会、後援会組織との連携による寄付者の基盤拡大 
 寄付金収入の拡大に向け、ウェブサイトでのクレジットカード決済に加え、新たに「遺

贈制度」の活用を目指して信託銀行との連携を進めている。継続施策として、学園誌を通

じた iUおよび日本電子専門学校の在校生保護者へのパンフレット発送、同窓会メールマ

ガジンでの広報、後援会セミナーでの訴求を展開している。また、新規施策として、卒業

生へのＳＮＳや郵送による募金強化で同窓会組織との連携を深めるほか、国内外の著名大

学を参考に高度なファンドレイジング手法や運用益による収支改善の検討を開始した。 

これらの活動を通じて学園内に「寄付文化の醸成」を図り、11万人を超える日本電子専

門学校の卒業生層へ広くアプローチすることで、長期的かつ安定的な学園運営への貢献を

目指す。さらに、今後は手軽なＱＲ決済による新たな募集手法についても検証を進める予

定である。 

 
 
後援会組織の拡充 
 

① 学生への就職機会の拡充と 後援会企業同士の連携強化 
後援会組織の拡充に向け、2024 年 12月末時点で加盟企業が 100社を超えたことを受

け、今後は学生の就職先としてよりマッチする企業を厳選して勧誘する方針へと移行し

た。また、iUおよび日本電子専門学校の教育理念に基づき、産学連携の強化を目的として
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後援会活動を推進し、学生支援や就職支援、企業説明会・セミナーの開催などを実施して

いる。 

2025年度は「学生の就職機会の拡充」と「会員企業間の連携強化」に注力し、加盟企業

117 社、学生との就職マッチング 144名を実現。また、「新入社員の定着」をテーマに、

『「実践食事学」で「食べる学び」が変わる』（講演者：十文字学園女子大学 國井大輔

氏）および『令和時代の文化背景を持つ人材への効果的な育成とは』（講演者：株式会社

トリプル・ウィン 森裕美氏）のセミナーを開催。26社 30名が参加し成功裏に終了した。 

 

 
【iＵにて開催された後援会セミナー】（2025年 9月 10日）  

 

2.2 人材 
 

人材採用 
 

2025年度の専任教員の採用は、日本電子専門学校に 12名を計画した。内訳は、CG映像

制作科、ゲーム制作科、情報システム開発科、AIシステム科に各 1名、ゲーム制作研究

科、情報処理科、モバイルアプリケーション開発科、ネットワークセキュリティ科に各 2

名としていた。 

その結果、エンジニア分野、クリエイター分野のいずれにおいても当該業界の人材不

足、採用難の影響を受け、情報処理科 1名、ネットワークセキュリティ科 1名、ゲーム制

作研究科 2名、ゲーム企画科 1名、アニメーション科 1名、合計 6名の採用にとどまっ

た。採用が叶わない分は非常勤講師の採用にて賄っている状況であり、継続課題となって

いる。 

2025年度の事務職員の採用は、総務人事部総務部門、日本電子専門学校キャリアセンタ

ー留学生サポート、iU学生支援部学生支援課キャリア担当に各 1名の合計３名の採用を計

画していた。 

その結果、総務人事部総務部門 3名、学生募集部 2名、iU教務・管理部 1名、キャリア

センター留学生サポート 1名を採用した。採用人数には年度途中における退職者の代替も

含まれている。 

 

人材育成 
 

① キャリアプランの把握 
組織の活性化と教職員の成長支援を両立させるため、2025年度より新たに「キャリアプ

ランシート制度」を導入した。まず、同年 8月に常勤教職員を対象とした「第 1回キャリ
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アプラン調査」を実施し、法人・iU・日本電子専門学校の各部門における昇進や異動に対

する意識の傾向を定量的に把握した。その後、9月の役員会での報告を経て、全部署長へ

のフィードバックとシートの共有を完了した。さらに、これとあわせて実施した 2026 年

度に向けた各部署の人員配置意向ヒアリングをもとに、組織ニーズと個人のキャリアプラ

ンとの擦り合わせを行った。結果として、2026年 4月の人事異動において、昇進 9名、異

動 4名という具体的な反映を実現するに至った。 

これらの取り組みにより、個々の意向を尊重した適材適所の配置に向けた基盤が構築さ

れたといえる。今後は、本調査を継続的に実施することで、より精度の高いジョブローテ

ーションの実現と、組織体制のさらなる強化を図る方針である。  
 
 
2.3 施設・設備 
 

中長期的視点での施設・設備計画の調査検討 
 

① 9・10号館建替え計画に関する調査・検討 
日本電子専門学校 9・10号館の建替え計画の推進に向け、関係部署と協議を重ね、設計

会社および建築会社との間で関連する契約手続きを締結し、本格的な連携を開始した。 

これと並行して敷地周辺の測量調査を進めており、現在も順調に進行中である。また、

本計画に関連する周辺環境整備の一環として進めていた 4号館の空調改修および各種設備

工事については、2026年 8月までにすべて完了の予定である。 

今後のスケジュールとして、旧 9・10号館の取り壊し（解体工事着工）が 2028年 4月

に決定した。これに伴い、現在の校舎を授業等で利用できる期間は 2027年度末（2028 年

3月）までとなり、解体着工まで残り約 1年半となっている。 

今後の共有課題として、円滑な教育活動を継続するための具体的な「移転計画」および

「移転先工事」の詳細なスケジュール策定が急務である。特に、12号館 6階のスタジオを

電気工事実習室へ改修する計画においては、現在 3分割されている空間を一体化する工事

にかなりの時間を要することが予想されている。現在この教室を使用しているアニメーシ

ョン科などの関係学科への影響を最小限に抑えるため、代替となる教室配置や運用案につ

いて、教育側の担当者と緊密に相談・調整を重ねながら計画を進めていく方針である。  

 

業務システムの活用 
 

① 業務基幹システムの改修 
iU と日本電子専門学校におけるシステム統合の進捗状況について、法人内の業務基盤の

最適化と効率化に向けた最重要施策として、両校のシステム統合に向けた初期調査を開始

した。現在は、双方の既存システムが抱える仕様の把握や運用実態の洗い出しを進めてい

る段階であり、今後の最適な統合プロセスの確立に向けて引き続き詳細な調査・分析を継

続していく予定である。 

本統合と並行して推進している「業務基盤システム（タスクリーダー）」の改修におい

ては、各部署からの要望に基づき新規機能の追加や改善を柔軟に執行した。改修案件はシ

ステム関連やデータ関連に加え、iU関連の機能追加など多岐にわたり、総対応件数は約

100 件から 120件に達している。さらに、図書予約システムの改修・稼働や、新年度に向

けたワークフローシステムの設定変更、Google Workspace のアカウント管理（新規発行・

削除）なども各部門の状況に応じて適切に完了させた。 

今後の主な課題は、専門学校と大学という異なる学事スケジュールや業務フローを精査

し、新システムへ円滑に移行・共通化させることである。また、膨大な学生・教職員デー
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タの安全な移行とセキュリティの担保、日常の学校運営に支障をきたさない移行スケジュ

ールの策定に向け、各部署との緊密な調整を図っていく方針である。 

 

 

2.4 財務経理 
 

学園の安定的運営に向けての財務戦略の立案と実行 
 

① 学生募集活動強化への取組み 
新設された「学生募集部」主導のもと、従来は iUと日本電子専門学校が各々担ってい

た学生募集業務の一元化を推進した。財務経理部としては、この一元化に伴うコスト削減

効果を慎重に見極めるとともに、展開される各種募集施策について、財務的視点から定量

的な効果測定・分析を学生募集部と連携して実施する方針を定めた。 

この方針に基づき、学生募集部との緊密な連携を通じて、業務統合後の正確なコスト状

況の把握に努めた。その結果、一部の費目において経費削減の効果が確認された。しか

し、学園全体の入学定員充足に向けた効率的な資金投入を実現するためには、各施策の費

用対効果（コストパフォーマンス）をさらに厳格に検証する必要がある。 

 今後は、今回得られたデータや実績を踏まえ、学生募集部と綿密な協議を重ねる。施策

ごとの定量的な成果（打率）を精査・評価した上で、限られた財源を最適に分配すべく、

翌年度（2026年度）の予算計画へ適切に反映させ、安定的かつ戦略的な財務運営と学生募

集成果の最大化を両立していく。 

 

② 退学防止への取組み 
 退学防止に関しては、iU 事務局および日本電子専門学校キャリアセンターと連携し、退

学率の推移を継続的に把握するとともに、収支への影響額を試算した。これにより退学動

向を財務的観点から可視化し、経営への影響を定量的に整理した。さらに、学科別の進級

率データを更新し、将来の収支予測モデルに反映させることで、予測精度の向上を図っ

た。退学防止は中長期的な収益確保に直結する重要課題であり、引き続き関係部門と連携

し、分析と改善の精度向上に取り組む。 

 

③ 予算管理、トータルコスト管理の徹底  

 予算管理およびトータルコスト管理については、各部署の予算執行状況を定期的にモニ

タリングし、計画との差異分析を実施することで管理体制の強化を図った。これにより、

支出構造の可視化と課題抽出を進め、経費削減に向けた具体的な検討材料を整備した。ま

た、コスト削減コンサルタント導入に向けて複数業者から情報収集を行い、費用対効果の

観点から比較検討を実施した。個別最適にとどまらず、組織全体でのコスト管理体制構築

を進めることで、持続的な収支改善に資する基盤整備を推進する。 

 

④「修学支援新制度の見直しに係る機関要件の厳格化」に向けた対応 
 修学支援新制度の見直しに伴う機関要件の厳格化については、収支差額や外部負債の状

況、定員充足率等の要件を最新の財務データに基づき精査し、適合状況を詳細に確認し

た。その上で、5月 1日時点の学校基本調査学生数を基礎として、翌年度の募集計画およ

び進級者数の試算を行い、将来的な収支予測への反映を実施した。また、2040 年度までの

長期収支見通しを補正し、制度要件を踏まえた財務運営の安定性確保に努めた。今後も制

度変更に応じた迅速かつ的確な対応を継続する 。 
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業務効率化による生産性向上への取組み 
 

① 既存システムの有効活用 
 既存システムの有効活用として、経費精算システムおよび会計ソフトの運用状況を見直

し、業務効率化に向けた改善を実施した。具体的には、仮払金の抑制と法人カード利用の

拡大を推進し、キャッシュレス化を進めることで現金取扱業務を削減するとともに、事務

負担の軽減を図った。また、会計ソフトについてはトライアルを経て機能拡張を行い、仕

訳処理や実績把握の迅速化を実現した。これにより、日常業務および決算業務の効率性・

正確性が向上した。  

 

② 新規 AIツールの導入検討 
新規 AIツールの導入検討については、財務経理業務の効率化を目的として情報収集およ

び比較検討を実施した。具体的には、データ入力の自動化やレポート作成支援、予算管理

機能などの観点から複数製品を評価し、機能性、セキュリティ要件、費用対効果を整理し

た。また、既存システムとの連携性や運用面での実現可能性も踏まえ総合的に検討を行っ

た。その結果、次年度の導入方針策定に向けた基礎資料が整い、業務効率化に向けた準備

を進めることができた。  

 

 

監査対応及びガバナンス強化 
 

① 「私立学校振興助成法第 14条第 3項の規定に基づく監査」への対応 
 当該監査への対応として、過年度指摘事項および当年度監査重点項目を整理し、内部体

制の整備と事前準備を行った。その結果、公認会計士および監事による監査に適切に対応

し、監査報告書を受領した。また、指摘事項については関係部署と連携して改善対応を実

施し、年度内に対応を完了した。これにより、会計処理の適正性および内部統制の実効性

が向上した。今後も継続的な改善を通じて、ガバナンスの強化に努める。  

 

② 「私立学校法の一部改正（学校法人のガバナンス改革）」に伴う新設の会計監査人

による監査の準備 
 私立学校法改正に伴う会計監査人監査への対応として、改正学校法人会計基準への適合

に向けた準備を進めた。具体的には、監査法人と連携し、会計処理方針や財務諸表作成体

制の整備、重要論点の整理を実施した。特に初年度決算に向けた対応として、引当金処理

等の検討を進め、実務への適用準備を進めた。また、関係部署との連携を通じて対応体制

の明確化を図り、新たな監査体制に対応可能な基盤を整備した。  
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３．iU 情報経営イノベーション専門職大学 
 

3.1 教 育 
 

① イノベーションマネジャーと教職員が連携する、手厚い学生支援の実践 
1）キャリア・進路支援の推進 

2025年度は就活早期化への対応と学内連携を強化した。上半期は教員とキャリアメ

ンバーが面談や報告シートで学生情報を密に共有し、個別支援戦略を策定するととも

に、7月に 2年生向けガイダンスを初開催した。下半期も 3月に同ガイダンスを継続

し参加者が大幅に増加、留学生向け早期支援も設計した。また通期で個別企業説明会

や求人紹介会を精力的に実施するとともに、学生一人ひとりに寄り添った進路指導を

推進した。 

2025 年度進路決定率  

 
 2）習熟度別授業の実施および志望別履修指導 

学生の学習到達度に応じた二段階の習熟度別クラス編成（英語：ベーシック／アド

バンスド、ICT基礎実習：サポート／スタンダード）を導入するとともに、志望業

種・職種に合わせた教員による個別履修指導環境を整備した。今後は指導内容の可視

化と教職員間での情報共有体制の強化を推進する。 

  
3）休退学者防止への取組み（中途退学率の抑制） 

定期面談や出席状況の把握により、休退学予定者の早期発見・対処に努めた。2025 

年通期の休退学状況（学生数 655名）は、退学者 58名（除籍数 4含む、退学率

8.9%、前年比▲4名・比率±0.0%）、休学者 49名（休学率 7.5%、前年比+2名・比率

+0.7%）であった。また、古賀副学長、阿部川学部長らによる休退学防止タスクフォ

ースを構成し、2025 年度中に計 9回の検討会を開催した。低学年と高学年をそれぞれ

学生担当・キャリア担当に切り分けて対応し、授業欠席者に対する支援フローの確立

や、留学生対応方針を策定・実施した。  

 

② 教育の質の向上 
1）新教育課程の導入による教育の質向上 

2025年 4月より新教育課程を正式導入し、年度中 2回実施した教育課程連携協議会

での意見を反映した実践的カリキュラムとして運用を開始した。また、従来の英語教

育に加え、「中国語コミュニケーション」科目を新設し、多言語・多文化理解を促進

する学びの場を提供するとともに（2028 年 4月開講、4年次配当科目）、学生の多様

な関心に対応するため、「イノベーション特講」や「イノベーション技法」など、興

味・関心に基づいて履修できる講座を新設した。なお、この科目は主に産業界で活躍

する実務家教員が担当している。 
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2）学修ポートフォリオの運用方法を検討する 

  教務担当が中心となり、ユニバーサルパスポートの機能を活用して、2027 年度より運

用開始予定で準備を進めている 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3）リアルとオンライン授業の融合および学修効果の最大化 

オンラインシステム「Webex」を引き続き活用し、リアル授業とオンライン授業を

併用したハイブリッド形式による教育を継続した。また、授業アーカイブ化の目的を

「各授業科目における単位の実質化」、「教育効果の向上」、「学修遅れに起因する

休学・退学の抑制」と位置付け、学部教務委員会においてアーカイブ化の在り方を審

議し、授業録画するとともに、蓄積のための機材整備を完了した。 

  

4）外部評価の実施 

自己点検評価の客観性・公平性を担保するため、大学の教育・研究、組織・運営、

施設・設備の状況および自己点検評価活動を対象に、外部有識者 2名（小方直幸氏：

香川大学教育学部学校教育教員養成課程創発科学研究科創発科学専攻教授、冨田伸一

郎氏：株式会社ウチダ人材開発センタ取締役会長）による外部評価を実施した。外部

評価委員からは例年以上に厳しい評価を受領した。評価結果を今後の改善課題として

真摯に対応する。 

 
実施スケジュール  
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3.2 研 究 
 

① 教員によるイノベーション成果の発表   
 各教員が年間最低 1回は研究成果を発表するという目標に対し、11月に開催されたイ 

ベント「ちょもろー」にて全教員がゼミやプロジェクトの成果発表および展示を行った。

この取り組みは、学生に各ゼミの活動内容を周知し今後のゼミ選択の参考とさせるなど、

オリエンテーション的な意味合いを強く持って実施された。なお、次年度以降は「ちょも

ろー」への参加を見送り、発表の場を学園祭（オープンゼミ形式）へ変更し、高校生など

も呼び込める形で実施する方針である。 

  

 

3.3 社会貢献 

 

①産業界・地域社会との連携プロジェクトの推進 
 産業界や地域社会との連携プロジェクトとして、全教員が参加するプロジェクトを計 

40件実施した。主な事例として、東急不動産と提携した「iU渋谷サクラステージゼミ」 

の毎月開催や、墨田区の特定創業支援等事業「iUスタートアップゼミ」の実施が挙げら 

れる。また、マルコメ株式会社と共同で、三重県多気町の商業リゾート施設内にある発 

酵カフェのメニュー開発を行う「勝手にコンサルマルコメ様糀茶寮メニュー開発プロ  

ジェクト」を実施し、Z世代ならではの視点からスイーツとドリンク 4品を期間限定で発 

売した。さらに、近畿大学との戦略的連携協定の締結や、ルワンダの高等教育機関との 

国際プロジェクトなど多角的な連携を推進した。 

 

②公開講座の開設  
 公開講座の開設として、前期には「中学技術・家庭科におけるプログラミング」

や、墨田区からの依頼による人材育成支援の「iU スタートアップゼミ」を開催し、受

講者に 経営や財務などの基礎を身につける場を提供した。後期は 12月に日経ビジネ

スと連携し、米スタンフォード大学客員教授のジェレミー氏と本学の江端教授を招

聘・講師とする「スタンフォード式生成 AI BootCamp」を竹芝およびオンラインで開

催し、38名が参加した。また、3月には同講師による講座を iU単独主催の「ミニ」と

して、墨田キャンパスでの対面とオンラインのハイブリッド形式で実施し、42 名が参

加した。 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

「中学技術・家庭科におけるプログラミング  「スタンフォード式生成 AI BootCamp」  
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3.4 海外連携 
 

① 海外大学・大学院との共同プログラム・プロジェクトの実施  
 2025年 3月にルワンダの高等教育機関 RP-Tumba Collegeと包括的連携協定（MOU）を 

締結し、4月より「日本・ルワンダ間ビジネス創造プロジェクト」を始動した。本学教 

職員と客員教員の監修のもと、両国の学生が共同でルワンダにおける新規ビジネスプラ 

ンの創出に取り組み、11月 28日に最終プレゼンを終了した。なお、海外企業とのプロ  

ジェクトは未実施であり、臨地実務実習の実施に向けデベロップメントセンターと連携 

中である。 

 

② 学生の海外留学促進  
 学生の海外留学（短期留学および海外語学研修含む）の促進に向けた取り組みを行っ

た。マレーシアのマラヤ・ウェールズ大学における 2週間の短期研修を計画したが、参加 

者が少数であったため当年度の実施は見送りとなった。この状況を踏まえ、次年度の留学

促進に向けた次なる施策として、新たにイギリスのオックスフォード大学での 2週間短期

研修を策定した 。同プログラムについては、次年度 8月に実施することを決定し、在学

生に向けて事前の告知を既に開始している。 

 

 

3.5 入学者選抜試験改革  

 

① カリキュラムと連動した入学者選抜の制度設計  
 アドミッション・ポリシーに基づき、本学の教育課程（カリキュラム）との親和性を 

重視した入学者選抜の制度設計を推進した。  

 

② 多様な学生の受け入れを可能にする選抜制度の設計・実施  
 2027年度入学者選抜より「AI活用入試」導入を決定し、2025年 8月 28日に公式リリー 

スを行った。なお、大学入学共通テストの利用導入については、検討を重ねた結果、導入

自体を見送った。 

 

③ 外国人留学生の受け入れを拡大する選抜制度の設計・実施  
 留学生の受け入れ強化に向け、2026年度選抜において学校推薦型（指定校）選抜の対 

象日本語教育機関を 298校（前年比約 300%）・13枠へと大幅に拡大し、2026年 4月には

18名（前年差+10 名）が入学した。また、韓国の鍾路情報産業学校との連携を開始し 1名

が入学したほか 、国外（中国）で実施する私費外国人留学生選抜の回数を 2回へと増加

させた。 

 

 

3.6 組織運営体制  
① 外部評価受審及び前年度評価で挙げられた課題の改善・評価  

 改革特命本部との協働のもと、全学的な業務総点検を実施し、各部署における業務内容

および業務量の可視化を進めた。その一環として、学生募集部、教務・管理部、学生支援

部のすべてにおいて業務マニュアルの作成・整備作業を完了した。これにより、業務の標

準化および属人化解消に向けた取組みを推進している。また、2026年春には各部改革特命

本部による業務棚卸ミーティングを実施した。本点検を通じて蓄積された成果やマニュア
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ルについては、2026 年 9月に実施予定の SD研修（スタッフ・ディベロップメント研修）

において有効に活用する方針である。 

 

 

3.7 財務戦略  
 

① 財政基盤の安定化  
 財政基盤の安定化に向け、収支両面での改善施策を推進した。支出面では、次年度以降

の施設・設備管理（清掃・警備）の見直しにおいて 3社間比較を行い、税込 27,253,380

円（2年間価格固定）を提示した現行の東武ビルメンテへの委託継続を決定した。収入面

では外部施設貸出しに注力し、2026 年 3月末時点で前年同月比 231,730円増の 2,907,520 

円を記録するなど、計画どおり順調に推移している。 

 

② 外部資金の獲得  
 外部資金獲得目標である 100,000千円に対し、3月末時点における実入金額は

73,034,979 円（内訳：プロジェクト 70,744,379円、科研費 2,290,600円）となった。こ

れに加え、経済産業省（22,500千円）、スポーツ庁（17,974 千円）、海洋町（2,000千

円）などによる国プロ等の未収入金額 46,715,008円が発生している。これらを合算した

年度総額は 119,749,987円（実入金＋未収入）に達し、当初の目標金額を達成した。   
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４．日本電子専門学校 
 

4.1 「建学の精神」の実現に向けた教育の質保証・向上 
 

①学習成果（ラーニングアウトカム）の可視化 
 ディプロマポリシーに基づく学修成果に関して、ディプロマサプリメントを用いた可 

視化を迅速に進めることを具体的施策として取り組んだ。当年度は、学校教育法の一部 

改正に伴う単位制への移行に基づいた新たなカリキュラムの方向性を明確にすることに 

注力した。この単位制への移行を踏まえた新たな教育課程の方向性が定まった段階で、 

ディプロマサプリメントの最終形を示すこととした。次年度以降、明確になったカリ  

キュラム方針をベースとして、学生一人ひとりの学修成果を客観的かつ具体的に証明・ 

可視化するためのシステム構築および最終的な書式策定を本格化させていく方針であ  

る。  

 

②産業界のニーズに基づいた基礎的・汎用的能力の養成 
組織的な基礎的・汎用的能力の養成に向け、学生の成長度合いを測定するため、ジェネ

リックスキル診断ツール（PROG）を用いた診断を実施した。全学科において 1年生次（入

学直後）と 2年生次（2年制課程の卒業時）の計 2回、同一の診断テストを全学的に実施

する体制を構築・運用した。これにより、本学での教育を通じて学生の社会人基礎力や汎

用的能力がどのように伸長したかを組織的かつ経年的に把握することが可能となった。今

後は測定された成長度データを各学科のカリキュラム改善や、学生への個別指導・キャリ

ア支援に有効に還元していく。  

 

③教育職者としての資質向上（研修）  

全体研修の計画と個人研修の奨励により、教育職者としての資質向上に努めた。具体 

的には、新入職員（1・2年目）を対象に「教授力向上」や「授業設計（インストラク  

ショナルデザイン）」に関する研修を企画・実施した。また、組織的な教育の質の保  

証・向上や学校全体の教育力向上を目指し、全教員必修の全体研修会（夏季・春季）を 

実施するとともに、オンラインを含む外部研修の受講を奨励した。その結果、個々の年 

度計画に基づいて 103 件の研修参加申請があり、個人の能力開発を通じた資質向上を推進 

した。今後は各種アンケートの学生満足度等により、その効果を測定する。 

 

 

4.2 学校教育法の改正に伴う単位制への移行   
 

① 単位制移行に向けて、設置基準に基づいたカリキュラム編成方針および教育   

学校教育法の改正に伴う単位制への移行に向け、教務規程の改訂やカリキュラムの見直

しを行った。2026年度より全学科が単位制へ移行することが決定したため、本校では既存

のカリキュラムを大きく変更しないことを基本方針とした。その上で、設置基準に基づき

卒業に必要な単位数を定めるとともに、科目履修の方法などを盛り込んだ教務規程の改訂

を完了した。さらに、常勤・非常勤の全教職員に向けて単位制移行に関する説明動画を作

成・配信し、学内への確実な周知と理解促進を図った。これにより、単位制の特長を活か

した新たな職業教育の在り方を示す基盤を整えた。 
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② 学校システムに科目履修の機能を追加する 
現行の学校システム（スクールリーダー）に選択科目の科目履修申請機能を追加し、 

学生が Web 上から履修申請を行えるよう改変することを検討した。単位制への移行により、

選択科目の増加が想定される中、この改変により履修申請および教務事務の負荷軽減を図

ることが可能となる。しかし、2026 年度はカリキュラムの大幅な変更を行わない方針が決

定したため、2025 年度中のシステム改変は不要であると判断した。今後は全学的に単位制

カリキュラムへと統一される時期を見据え、その移行タイミングに合わせてシステム改変

を実施する計画である。 

 

 

4.3 学生数動向を視野に入れた学科新設・統廃合の調査・検討 
 

①  単位制移行に伴うカリキュラム見直しの延長として、学科新設、既存学科

統廃合の可能性について検討する 
学校教育法施行規則の一部改正省令の交付を受け、2026 年度入学生からの全学科単位制

移行が決定した。移行期間が設けられない急遽の対応となったため、当該学年のカリキュ

ラムは既存の授業時数を踏襲し大きな変更は行わない基本方針とした。その上で、教務規

程の改訂や説明動画による全教職員への周知を完了した。これを踏まえ、2026 年度入学者

向けのカリキュラム検討・完成へと繋げた。今後はこの単位制移行に伴う見直しの延長と

して、中長期的な学生数動向を視野に収めつつ、さらなる学科新設や既存学科の統廃合に

向けた可能性の調査・検討を継続していく。 

 
② 「高度ゲーム制作科」新設について、実運用に向けた準備を整える 
2026年度に新設される「高度ゲーム制作科」の実運用に向け、年間を通じて着実な準備

を整えた。上半期には、オープンキャンパスや体験入学における実施内容のフィードバッ

クや調整を行い、学生の受け入れ体制を検証した。また、担当科長との緊密な打合せを重

ね、教育体制の構築や希望受入人数の精査を進めた。下半期には、これら一連のシミュレ

ーションや検討結果を踏まえて実運用に向けた諸対応を完了させた。 
 
③ 附帯教育の一環として、学事日程の大幅変更後開催できていない「高等学

校教員対象講習会」を復活させる 
 学事日程の大幅な変更により開催が見送られていた「高等学校教員対象講習会」を、3

年ぶりに復活させ附帯教育の一環として実施した。当年度は組込み技術を中心とした実践

的な講義内容を企画・提供し、参加した教員からは技術を自校の生徒へ展開したいといっ

た声や、本校の専門性を高く評価する極めて好意的なフィードバックが得られ、満足度の

高い成果を収めた。一方で、事前の募集における参加者数が当初の想定よりも少数に留ま

ったことが明確な課題として浮き彫りとなった。この結果を受け、次年度の開催に向けて

は、より多くの教員に参加を促せるよう、学内での告知時期の早期化や効果的な告知方法

への見直しを既に進めている。 
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Ⅲ．財務の概要 
 

1．学校法人会計 
 

学校法人は、文部科学大臣の定める基準により会計処理を行い、計算書類を作成し、

公認会計士又は監査法人の監査報告書を添付した上で、所轄庁へ提出しなければならない

と定められています。文部科学大臣の定める基準は、「学校法人会計基準」として 1971

年に制定されました。その後、私立学校法の改正等を踏まえ、令和 6年（2024年）に学

校法人会計基準が大幅に改正され、令和 7年度の決算（計算書類）から適用されていま

す。本年度（令和 7年度）は、改正後の学校法人会計基準による最初の決算となります。 
 

計算書類 

学校法人は、文部科学大臣の定める「学校法人会計基準」に従って計算書類を作成し

ます。令和 7年度から適用される改正後の基準では、計算書類は、貸借対照表、事業活動

収支計算書、資金収支計算書、活動区分資金収支計算書及び注記事項で構成され、これら

に附属する明細書として、固定資産明細書、借入金明細書及び基本金明細書を作成しま

す。あわせて、学校法人等全体の財産の状況を示す財産目録を作成します。なお、従来は

計算書類に含まれていた資金収支内訳表、人件費支出内訳表及び事業活動収支内訳表は、

改正後は私立学校振興助成法に基づく所轄庁への提出書類として位置づけられ、計算書類

においては、これらに代わるものとして、学校・附属施設等の部門別の状況を示す「セグ

メント情報」が注記事項として表示されます。この「学校法人会計基準」は、一般に分か

りやすく、かつ、経営判断に役立てることを目的として 2015年度の計算書類から改めら

れ、さらに私立学校法の改正に伴い令和 6年（2024年）に大幅な改正が行われ、令和 7

年度の計算書類から適用されています。 

学校法人が作成する計算書類等の体系は、次の図のとおりです。 
 

【計算書類の体系としくみ】 
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学校法人会計は、会計期間の収支と顛末から計画（予算）のとおり事業が遂行された

かどうか、また財政状況等から経営状態を見ることに視点がおかれています。一方の企業

会計では、会計期間の損益と一定時点での財政状況等から経営状態を見ることに視点がお

かれています。 
 

A．資金収支計算書 

資金収支計算書は、当該会計年度の諸活動に対応するすべての収入及び支出の内容

と、当該会計年度における支払資金（現金及びいつでも引き出すことができる預貯金）の

収入及び支出の顛末を明らかにしています。この計算書の特徴として、資金収支調整勘定

があります。当該年度に係る収入や支出を前年度以前に受入れ又は支払ったもの、並びに

翌年度以降に受入れ又は支払うものについて調整勘定を用い修正を行い、支払資金の顛末

を明らかにしています。 
 

B．事業活動収支計算書 

事業活動収支計算書は、当該会計年度の事業活動収入と事業活動支出の内容と均衡の

状態を明らかにしています。事業活動収支計算書は発生主義により計上され、採算性を把

握するために利用されており、減価償却額等の資金支出のないものも含んでいます。な

お、令和 7年度から、改正後の学校法人会計基準において引当金の計上要件が明確化され

たことに伴い、退職給与引当金に加え、賞与引当金等についても、計上要件を満たすもの

を事業活動支出として計上しています。健全な発展に向け、当該会計年度の収支の均衡状

況と長期的な収支の均衡状況を明らかにするために利用されています。 
 

C．貸借対照表 

貸借対照表は、一定時点（決算日）における資産、負債、及び純資産の内容並びに在

り高から、財政状態を明らかにするものです。学校法人会計基準では、資産の評価を、取

得価額をもってするものとし、固定資産のうち、時の経過によりその価値が減少するもの

については、定額法による減価償却を行うこととしています。 

基本金は、学校法人が教育研究活動を行う上で必要な資産の額で、建物や機器備品等の固

定資産や基金として積み立てた資金等の額を示しています。現預金の残高と直接的な関係

はなく、基本金と同額の資金が実際に保有されているというものではありません。学校法

人が維持すべき資産を金額で示したものです。基本金の種類と内容は次のとおりです。 

【基本金の種類・内容】 

種類 内容 

第 1号 
基本金 

教育活動に必要な資産を継続的に保持するた
めに、必要な金額を事業活動の中から留保す
る基本金 

設立当初に取得した固定資産や、教育の充
実・発展のために取得した固定資産の額（土
地、建物、機器備品、図書等の取得額） 

第 2号 
基本金 

将来取得する予定の固定資産（第 1号基本金
対象資産）の取得原資とするために、先行
的、計画的に組み入れる基本金 

将来、固定資産を取得するために、事前に留
保した資産の額 

第 3号 
基本金 

寄付者の意思または学校法人独自で設定した
元本より生じる果実を教育研究に使用するた
めに設定する基本金 

基金（教育基金、研究基金、奨学基金等）と
して継続的に保持、運用する資産の額 

第 4号 
基本金 

教育研究活動を円滑に行っていくために、必
要な一定額の金額を事業活動収入の中から留
保する基本金 

恒常的に保持すべき（運転）資金の額 
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2．決算の概要 
資金収支計算書 

資金収支計算書における主な内容について報告します。 

 

(注) 金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と端数差異が生じる場合があります。 

① 寄付金の内訳は､企業から 2,000千円（受配者指定寄付金）､個人から 680千円（特定公

益増進法人寄付金）､後援会等 5,077 千円となり､前年度比＋1,997 千円となりました。 

② 補助金の内訳は日本電子専門学校が、「授業料減免 252,188千円」「職業実践専門課程

12,865千円」「結核予防 473千円」「教育環境整備費 200千円」「私立専修学校教育環

境整備費助成金 9,741 千円」「授業目的公衆送信補償金 1,136千円」「競技大会助成金

1,682 千円」、情報経営ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ専門職大学が、「私立大学等経常費補助金 17,905 千

円」「授業料減免 83,260千円」「結核予防 51千円」で、前年度比＋118,377千円とな

りました。 

③ 前受金収入の大部分は、学生生徒納付金の前受金です。 

④ 教育研究経費 前年度比＋235,186 千円、管理経費 前年度比△51,422 千円となってお

り、経費合計で前年比＋183,764千円ととなりましたが、奨学費除きでは＋51,014千円

程度のコスト増に留まりました。 
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活動区分資金収支計算書 

資金収支計算書を活動区分毎に分類した活動区分資金収支の内容について報告します。 

 

 (注) 金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と端数差異が生じる場合があります。 
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事業活動収支計算書 

事業活動収支計算書における主な内容を報告します。 

 

(注) 金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と端数差異が生じる場合があります。 
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貸借対照表 

貸借対照表における主な内容を報告します。 

 

(注) 金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と端数差異が生じる場合があります。 

 

① 新規設備は、教室空調設備改修工事（日本電子）、WiFi 機器追加設置（日本電子）、

ｻｰﾊﾞｰ室空調機系統切替工事（iU）他で、合計 52,942千円、教育研究用機器備品、管

理用機器備品、図書の購入等で、合計 158,374千円に対し、減価償却 488,100千円あ

り、結果、有形固定資産は 276,784千円減少しました。 

② 借入金は、2025年 9月に期日完済となりました。 

③ 退職給与引当金は、退職金の支給に備えるため、東京都私学財団加入者については期

末要支給額の 737,400 千円の 100％を基にして同財団からの交付金相当額を控除した

残額を計上しています。同財団未加入者においては期末要支給額 37,673千円の 100％

を計上しています。 

④ また、当該年度より、役員退職給与引当金 15,396千円、賞与引当金 135,576千円を計

上しています。 

⑤ 基本金は、第 1号基本金で 89,026千円の組入れを行いました。 
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科目の説明 

＜資金収支・事業活動収支計算書に共通の勘定科目説明＞  
収入科目 説明  支出科目 説明 

学生生徒等 
納付金 

授業料、入学金、実験実習料、施設維持
費、教育充実費など学生生徒より納入さ
れたもの 

 人件費 *1 教職員等に支給する本俸・賞与・その他の
手当（通勤手当を含む）及び所定福利費、
退職金に要する支出 

手数料 入学検定料、試験料、証明書発行手数料
など 

 教育研究経費 *2 
 

教育・研究活動や学生の学習支援・課外活
動支援等に支出する経費 
消耗品費、光熱水費、旅費交通費、通信
費、印刷製本費、修繕費、委託費、手数料
報酬、奨学費など 

寄付金 金銭その他資産を寄贈者から贈与された
もの 

 

補助金 国または地方公共団体から交付される助
成金 

 
 管理経費 *2 総務・経理・管理などの法人業務や学生募

集など、教育・研究活動以外に支出する経
費 

付随事業・ 
収益事業収入 

施設設備の利用料収入、外部から委託を
受けた研究委託などの受託事業収入や収
益事業からの繰入収入など 

 

 借入金等利息 借入金利息の支払額 
受取利息・配当金 預金等の受取利息、有価証券等の利息収

入 
 *1 人件費：退職金支出や年金支出については、資金収支計算書では当該年度の支出額を表

示し，事業活動収支計算書では将来支出に備えた引当金等の非資金項目を表示するた
め、金額が異なります。また、令和7年度から、賞与引当金繰入額は事業活動収支計算
書にのみ計上されるため、両計算書の人件費の金額は異なることがあります。 

*2 教育研究・管理経費：事業活動収支計算書では減価償却額を表示するため金額が異なり
ます。 

雑収入 施設設備利用料等その他の収入  

＜資金収支計算書のみに計上する科目説明＞ 
収入科目 説明  支出科目 説明 

資産売却収入 有価証券等の資産の売却収入  借入金等返済支出 借入金元金の返済額 
借入金等収入 当該年度の借入金  施設関係支出 土地、建物、建物付属設備、構築物等の資

産を取得するための支出 
建物、構築物等が完成するまでの支出であ
る建設仮勘定支出も含まれる 

前受金収入 翌年度入学者の学生生徒納付金など、翌
年度の諸活動に対応する収入が当年度に
入金された収入 

 

その他の収入 引当特定資産からの繰入収入、前期末未
収入金収入、貸付金回収収入など 

 設備関係支出 教育研究用機器備品、その他の機器備品、
図書､車両などの資産を取得するための支出 

資金収入 
調整勘定 

期末未収入金：当年度の諸活動に対応す
る収入のうち、入金が当年度に行われな
いもの 
前期末前受金：当年度の諸活動に対応す
る収入のうち、入金が前年度に行われた
もの 

 資産運用支出 有価証券購入や引当特定資産への繰入による支出 
 その他の支出 前期末未払金支払支出や貸付金支出等  

資金支出 
調整勘定 

期末未払金：当年度の諸活動に対応する支
出のうち、支払が当年度に行われないもの 
前期末前払金：当年度の諸活動に対応する
支出のうち、支払が前年度に行われたもの 

前年度繰越支払資金 前年度からの現金預金の繰り越し  翌年度繰越支払資金 翌年度への現金預金の繰り越し 
＜事業活動収支計算書のみに計上する勘定科目説明＞ 

科目 説明 
現物寄付 金銭以外の資産を寄贈者から譲渡されたもの 
資産売却・処分差額 資産処分によって発生する差益・差損の計上額 
徴収不能額等 学費等の未収入金のうち，除籍者に係る学費を徴収不能額として処理した費用等 
減価償却額 時の経過によりその価値を減少する資産を減価償却資産といい、その毎年の減価額を事業活動支出に計上 減価償却

方法は定額法による 
引当金繰入額･戻入額 退職給与引当金や賞与引当金など、将来必要となる支出に備え，当該年度に引当金として計上する金額又は取崩額。

令和7年度から、賞与引当金繰入額を新たに計上しています。 
賞与引当金特別繰入額 学校法人会計基準の改正に伴い賞与引当金を新たに計上することとなったため、令和7年度の期首時点で既に発生し

ていた賞与引当金（令和6年度の勤務に対応する部分）を特別収支に計上する科目。改正に伴う初年度の処理であ
り、令和7年度の決算においてのみ使用する。 

基本金組入額 学校法人が教育研究を行ううえで必要な資産を継続的に保持するため､その資産に相当する額を事業活動収入の中から組入れる 

翌年度繰越収支差額 事業活動収入から事業活動支出を差し引いた差額 
＜貸借対照表の科目説明＞ 

科目 説明 
有形固定資産 土地，建物，構築物，機器備品，図書等の固定資産の総額 
特定資産 特定用途のために繰入れている引当資産の総額 
その他の固定資産 有価証券，長期貸付金，長期前払金等の固定資産の総額 
流動資産 現金預金，未収入金，短期貸付金，有価証券等の流動資産の総額 
固定負債 退職給与引当金，年金引当金，長期未払金等の固定負債の総額 
流動負債 未払金，前受金，預り金，賞与引当金等の流動負債の総額 
基本金 第1号～第4号基本金の総額。学校を構成するために保持している基本財産 
繰越収支差額 基本財産である基本金を自己資金でどれだけ保有しているかを表す 
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3．経年比較 
大科目又は主な科目について、当該年度を含む 5年間の推移を記載します。 

収支計算書 

A．資金収支計算書 

 

(注) 金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と端数差異が生じる場合があります。以下、同様に扱っています。 
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B．事業活動収支計算書 
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貸借対照表 
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4．主な財務比率比較 
 

主な財務比率について、当該年度を含む 5年間の推移を記載します。 
 

事業活動収支計算書関係比率 
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貸借対照表関係比率 
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5．その他 

 

有価証券 

 

区分 銘柄 数量 帳簿価額 表示科目 

株式 ㈱オオシマフォーラム 760株 38,000千円 有価証券 

株式 ㈱日高カントリー倶楽部 無額面株式 1株 4,113千円 有価証券 

株式 i㈱ 2,000株 20,000千円 有価証券 

出資金 合同会社ｉＵ Ｚ investment － 25,000千円 有価証券 

債券 株価指数リンク債 額面 100,000千円 100,000千円 有価証券 

債券 三井住友ＦＧ ＡＴ１債 額面 200,000千円 200,000千円 有価証券 

投資信託 R246 りそなﾗｯﾌﾟ型ﾌｧﾝﾄﾞ(安定成長型) 155,147,418口 200,000千円 有価証券 

投資信託 アムンディ・みらい定期便 102,196,998口 199,387千円 有価証券 

投資信託 みずほファンドラップ － 100,000千円 有価証券 

投資信託 世界ハイブリッド証券ファンド 151.151,096口 195,798千円 有価証券 

 

借入金 

借入金はありません。 

 

学校債 

学校債はありません。 

 

寄付金 

学校名 寄付金の種類 
金額 

摘要 
法人 個人 

日本電子専門学校 特定公益増進法人寄付金   530千円  

情報経営ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

専門職大学 

特定公益増進法人寄付金   150千円  

受配者指定寄付金 2,000千円   

物価高経済対策支援金 77千円   

現物寄付  535千円 科学研究費 購入機器 

学校法人電子学園 特別寄付金 5,000千円  学生奨励･奨学資金として 

計 7,077千円 1,215千円  

 

補助金 

学校名 補助金の種類 金額 摘要 

日本電子専門学校 

授業料等減免費交付金 252,188千円  

職業実践専門課程推進補助金 12,865千円  

結核予防費都費補助金 473千円  
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学校名 補助金の種類 金額 摘要 

日本電子専門学校 

教育環境整備費補助金 200千円  

私立専修学校教育環境整備費助成金 9,741千円  

授業目的公衆送信補償金 1,136千円  

競技大会助成金 1,682千円  

情報経営イノベーション専門職大学 

私立大学等経常費補助金 17,905千円  

授業料等減免費交付金 83,260千円  

結核予防費都費補助金 51千円  

 

収益事業 

収益事業はありません。 

 

関連当事者との取引状況 

① 関連当事者 

 関連当事者との取引の内容は、次のとおりです。 

 取引条件および取引条件の決定方針 

市場価格を参考として適正な金額で契約しています。 

属性 
役員、
法人の
名称 

住所 資本金又は
出資金 

議決権の
所有割合 

関係内容 
取引の内容 取引金額 勘定科目 期末残高 役員の

兼任等 

事実上
の関係 

理事 東方宏が

議決権の過半
数を有してい
る会社 

株式会社

学夢堂 

東京

都江

東区 

10,000 千円 100％ 
兼任 

1人 

学生募集広

報業務委託 

業務委託費

の支払 
40,977 千円 

報酬料金 

委託費 

広告掲載料 

未払金 

0円 

 

② 出資会社 

当学校法人の出資割合が総出資額の 2分の 1以上である会社の状況は次のとおりです。 

会社等の名称 事業内容 住所 
学校法人の出資額等 配当・寄付・その他取引 

保証債務 日付 資本金 発行株数 議決権割合 受入配当金 寄付金 その他取引 

ｉ株式会社 教育研究事業 東京都 
墨田区 R2.2.14 20,000千円 2,000株 100％ 0円 1,500 千円 なし なし 

 

子法人に関する事項 

（１） 子法人の概要 

子法人の名称 事業内容 資本金の額 
学校法人の出資金額等及び総株式

等に占める割合並びに入手日 

議決権

の所有

割合 

役員の兼任等 

他の注記

事項との

関係 

ｉ株式会社 教育研究事業 20,000 千円 

令和 2年 2月 14日 

20,000千円 2,000株 

総出資額に占める割合 100％ 

100％ 

兼任 2人 

取締役（理事） 

監査役（理事） 

出資会社 

関係あり 
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子法人の名称 事業内容 資本金の額 
学校法人の出資金額等及び総株式

等に占める割合並びに入手日 

議決権

の所有

割合 

役員の兼任等 

他の注記

事項との

関係 

合同会社 iU 

Z investment 

有価証券の投

資、売買、保

有及び運用 

87,000 千円 

令和 4年 11月 1日 

20,500千円 

総出資金額に占める割合 29.3％ 

※ 代表社員  

※ 合同会社 iU Z investmentの代表社員は子法人の i株式会社であり、代表社員が単独で意思決定することができる。 

 

（２） 子法人との取引の状況 

子法人の名称 取引の内容 取引金額 勘定科目 期末残高 

ｉ株式会社 受入寄付金 1,500 千円   

合同会社 iU Z investment なし    

 

（３） 子法人の債務に係る保証債務 

学校法人は子法人について債務保証を行っていません。 

 

学校法人間取引 

記載の対象となる取引はありません。 

 

健康管理費 

2024年度在学生から徴収の健康管理費について、当該年度の収支状況は以下となります。 

 

1. 収入の部 

項目 金額 備考 

前年度繰越金 0千円 前年度からの残高 

健康管理費 8,892千円 2025年度在学生分 

収入合計 8,892千円  

2. 支出の部 

項目 金額 備考 

福利費 6,977千円 学生健康診断 

福利費 1,915千円 学生生徒災害傷害保険 

支出合計 8,892千円  

3. 次年度繰越金 

項目 金額 備考 

次年度繰越金 0千円  
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卒業諸費 

2025年度卒業生から徴収の卒業諸費について、当該年度の収支状況は以下となります。 

 

1. 収入の部 

項目 金額 備考 

前年度繰越金 0千円 前年度からの残高 

卒業諸費 7,685千円 2025年度卒業予定学生分 

収入合計 7,685千円  

2. 支出の部 

項目 金額 備考 

消耗品費 3,789千円 卒業制作、卒業発表会 関連費用 

印刷製本費 1,065千円 卒業制作、卒業発表会 関連費用 

通信運搬費 25千円 卒業制作 関連費用 

報酬 660千円 卒業制作発表会 講師料 

委託料 1,239千円 卒業式 映像配信サポート費用 

賃借料 906千円 卒業式 会場使用料 

支出合計 7,685千円  

3. 次年度繰越金 

項目 金額 備考 

次年度繰越金 0千円  

 

当該年度の重要な契約 

 

なし 

 

係争事件の有無とその経過 

 

なし 

 

決算日後に生じた学校法人の状況に関する重要な事実 

 

なし 
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６．経営上の成果・課題・今後の方針 

①経営上の成果 

1）組織改正による効率化とコスト削減: 「学生募集部」の一体化により高等学校等への

重複訪問を解消して募集エリアを拡大し、経費削減に貢献した。「調達部」の新設と 100

万円以上の固定資産発注における相見積の徹底等により、初年度で約 300 万円のコス

ト削減を達成した。  

2）人材育成と行動指針の浸透: 新たなオンライン研修体系を本格始動し、「ハラスメント

研修」の全体完了率 84.9%など高い受講率を記録した。また、新行動指針「感謝」と「挑

戦」の実践度をアンケート調査により定量的に可視化することに成功した。  

3）ガバナンス・内部統制の強化: 外部の法律事務所に学外通報窓口を新設し多様な通報

手段を確保した。監事・内部・会計による「三様監査」の連携深化に加え、改正私立学

校法に基づき高度な専門性と独立性を有する会計監査人を適正に選任した。  

4）iU（情報経営イノベーション専門職大学）の躍進: 進路決定率 98.5%の高実績を達成

し、新規起業 6社を創出した。学長のリーダーシップのもとで積極的に外部資金を獲得

し財務基盤を安定化させた。専門職大学「分野別認証評価」においても認証評価基準に

適合した。  

5）日本電子専門学校の教育改革と実績: 2026 年度からの全学科単位制移行および新設

「高度ゲーム制作科」の開講準備を年度内に完了した。LMS の展開により IT パスポー

ト試験合格者が 22名から 45名に倍増した。また、若年者ものづくり競技大会（金賞）

や技能五輪全国大会・国際大会等で多数の上位入賞を果たした。  

 

② 経営上の課題 

1）人材採用の難航と業務負担の偏り: 業界の人材不足と採用難の影響により、専任教員

の採用が計画 12 名に対し 6名に留まり、非常勤講師での穴埋めが継続課題となってい

る。また、総務人事部の一体化運用の遅れ、学生募集部管理職の過大な業務負担、日常

業務内での職員の研修時間確保が課題として挙げられている。  

2）iUにおける休退学抑制と外部評価への対応: 2025年度の退学率は 8.9%（58名）、休学

率は 7.5%（49名）であり、さらなる抑制に向けたデータ分析と対策が必要である。ま

た、外部評価委員から受領した例年以上に厳しい評価結果・改善課題への真摯な対応が

求められている。  

3）中長期的な施設建替えに伴う移転計画: 9・10 号館の建替え（2028 年 4 月解体着工）

が決定したことに伴い、現在の校舎が利用できる 2027年度末までに、教育活動を継続

するための具体的な「移転計画」および「移転先工事」の詳細なスケジュールを策定す

ることが急務である。  

4）学生募集・附帯教育の動向への対応: iUのマレーシア短期研修が参加者少数で見送り
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となったほか、日本電子専門学校の「高等学校教員対象講習会」も参加者が想定を下回

るなど、ターゲット層への効果的な告知・募集手法に課題が残った。 

③ 今後の方針・対応策（中期計画「DENSHI VISION 2030」に基づく展開）

1)組織運営の効率化と研修評価の連動: 学生募集部において AI 等の活用による業務効

率化を検討する。研修受講率 100%を目標に掲げ、今後は年間の人事評価や効果に結び

付ける方策を検討する。

2)国際化（学生・教職員・組織）の強力な推進: 新たな学生募集地域の設定や外国籍学

生の入学枠拡大、主要シラバスや教授会の英語化、海外連携大学との交換留学拡大を進

める。留学生サポート体制強化のため「留学サポート専門部署」の設立を目指す。

3）新たな学園ブランドの創造（Reブランド）: 2030年度の創立 80周年に向け、9・10号

館の新築を進めるとともに、デジタル分野の発展を牽引するトップブランドに相応し

い「新たな学校法人名」の検討を開始し、存在価値と信頼を不動のものにする。  

4）修学支援と教育の質保証: iUでは 2027年度からの「学修ポートフォリオ」導入に向

けた準備を進め、学修成果調査データに基づき退学率減少を図る。海外留学促進の次な

る施策として、2026 年 8 月にイギリス・オックスフォード大学での短期研修を実施す

る。

5）環境整備: 9・10号館建替えに伴う代替教室の配置や運用案について、教育側と緊密

に調整を進める。

6）財務戦略の多角化と DX・AI 技術の導入: 求職者・転職者や大企業の新人研修など新た

な顧客層の開拓、実習室や機材の貸出し（企業研修受け入れ）により学費以外の収入源

を確保する。また、24時間対応の学習支援 AIシステム導入やデータベースの統合を推

進し、学校運営全体の DX化を加速させる。  
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